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論　　文

行政立法の研究：1926-1999

佐藤　公俊
Satoh  Kimitoshi

A Study of the Administrative Ordinance in Japan: 1926-1999

This article discusses the turning period when the Japanese government started widespread use of 
administrative ordinances with the purpose of examining the commonly accepted explanation that the 
administrative state system requires administrative ordinances to make the policy making process efficient 
and effective. As the Diet and legislative process is omitted in this, excessive use of administrative ordinances 
promulgated by the bureaucracy is considered to be problematic in terms of both legitimacy and transparency. 
The author analyzes the Japanese policymaking system that depends on administrative ordinances and, 
in particular focuses on the number of laws and administrative ordinances enacted from 1926 to 1999. The 
findings are that (1) the number of administrative ordinances began to increase around 1937, and (2) the 
policymaking system that now depends on administrative ordinances was originally formed not only to cope 
with the growing demand of public policy, but for the redistribution of social resources efficiently to realize the 
policy goals of government.

1.　はじめに

　行政立法とは、法律の委任を根拠に、行政府が法律

の具体的な内容を定める立法の形式である。現代国家

は原則的には国会中心主義を採りながらも、行政立法

に大きく依存して政策形成を行っている（1） わが国に

おいても、国会は憲法上「唯一の立法機関である」と

規定されているが、実際には行政立法を広範に活用し

て政策形成を行なっていると指摘される（2）。わが国の

法律を見ると、その内容は一般的な事項を定めるに止

まっており、法律の具体的な規定を「政令の定めると

ころにより」あるいは「この法律の施行に関し必要な

事項は、○○省令で定める」といった形で政省令に委

任している場合が多いことがわかる。それのみならず、

法律の基本的な部分の定めが政省令に委任されている

場合すらある、との指摘もなされている（3）。このよう

な行政立法に依存した政策形成システムに対しては、

以下の様な問題点を指摘することができる。

　第一に、国民代表制の観点からの、行政立法それ自

体の問題である。唯一の立法機関である国会を構成す

る議員は主権者たる国民により選挙で選ばれており、

このことが立法府の正当性の所以である。それに対し、

行政府は試験による資格で任用するシステムを採って

おり、選挙によって直接審判を下されることはない（4）。

第二に、行政立法を国民が直接チェックすることがで

きないという問題である。行政立法は行政内部におい

て検討が行われ、情報がほとんど外に出ないまま制定

されるため、その制定過程を国民が窺い知ることが難

しくなっている。つまり、国民からすればブラック・

ボックスの中でのできごととなっている（5）。第三に、

立法府の機能とはそもそも何であるのか、という問題

である。立法の重要部分を行政府に委ねているとする
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ならば、立法府はいかなる役割を担っているのか、立

法府と行政府はどのような役割分担をしているのか、

といったことが問われることとなる。　

　行政立法の持つ以上のような問題点を確認した上

で、本稿では行政立法を考える一つの手がかりを得る

ために、「わが国はいつ頃から行政立法に大きく依存

し始めたのか」、という点を明確にすることを目的と

する。そのために、昭和期以降現代までの期間（1926

年～1999年）における法令の件数の推移に焦点を当て、

分析を進めて行くこととしたい。

2.　分析の視点

　行政立法への依存が高まることについては、社会の

複雑化により行政サービスに対する需要が増加し、ま

た技術的に高度化な政策が求められるようになったた

め、立法がその様な状況に十分にかつ迅速に対応する

ために行政府の専門的能力が必要不可欠となった、と

いった説明が従来からなされて来た。いわば、「行政

国家化現象」からの、行政立法への依存の高まりの説

明である（6）。立法のための専門的能力について、行政

府が立法府に対して優位であると考えるのはその任用

の形態から考えても一般的に間違いとは言えない。さ

らに、社会状況の変化に応じて弾力的に法律の内容を

改定することが必要とされる場合、政策の具体的な内

容をすべて法律で定めることは現実的ではない、とい

うことも事実である（7）。日々変化する社会経済環境を

考えた場合に、立法府における審議の過程をすべて経

由しなくてはならないのであれば、政府は政策目的を

達成できなくなってしまうとも考えられる（8）。したが

って、行政国家化現象から行政立法への依存の高まり

を説明することは、現実の政策過程が直面する制約か

ら考えても理に適ったことといえる。

　しかしながら、行政国家化現象による説明は一般

的妥当性を有してはいても、わが国における行政立法

への依存の高まりを説明するためにそれだけで十分と

はいえないと考えられる。なぜならばこの問題は、社

会経済環境の変化への対応から説明することもできる

が、同時にそれ以外の要因からも説明し得るからであ

る。例えば、社会経済環境に大きな変化が見られない

状況で、行政府がある政策目的を達成するために社会

経済のコントロールを従前よりも大規模に行い資源配

分の効率化を図ろうとした場合にも、行政立法の増加

が起こる可能性がある。つまり、社会の高度化にした

がって自然に立法需要が高まりそれに対応するために

行政立法が増大するという側面だけではなく、需要を

行政府が自ら作り出し、行政立法によってそれに対応

するという可能性もあり得るのである。このことは、

護送船団方式の金融行政や産業政策における行政指導

などの行政府による強い統制がわが国の政策スタイル

の特徴であり、それが高度経済成長を支えたという見

解からも推測し得ることである（9）。このように、行政

立法への委任の高まりを実質的な「官僚支配」の強化

と結び付けて説明することも可能である（10）。

　このような見解は、わが国の行政立法への依存の高

まりを説明する一つの有力な仮説と考えられるが、し

かしながらこれまで十分には検討されて来なかった
（11）。したがって、本稿では「わが国はいつ頃から行政

立法に大きく依存し始めたのか」、という点を明確に

するに際して、行政国家化現象により行政立法が必要

とされた、といった見解を再検討するという立場から、

新たな知見を得ることを目標とする。

3.　制度、制度変化

　本稿の分析期間は戦前と戦後にまたがるものであ

る。この間に憲法の基本的原理は変更され、立法府

と行政府の関係ならびに行政立法の位置付けも変化し

た。ここではその変化について概観する。

3.1　明治憲法下

3.1.1　立法府と行政府

　わが国は明治憲法のもと近代法治国家の例になら

い、国民の権利義務に関する事項は原則として、法律

の形式を持って定めることとなっていた（12）。ただし、

立法権は議会ではなく、主権者たる天皇に属していた。

明治憲法第 37 条は、「凡テ法律ハ帝国議会ノ協賛ヲ経
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ルヲ要ス」と定めており、議会は天皇の協賛機関と位

置付けられていた。また、帝国議会は貴族院と衆議院

により構成されていたが、貴族院さらには枢密院の存

在が衆議院の比重を軽くしていた。衆議院はその成立

当初から反政府勢力が結集していたという歴史的経緯

もあって、貴族院、枢密院は衆議院を牽制するという

役割を担っていた。特に重要事項については、枢密院

において決定され、議会の決定はさほど重要性を持た

なかったと指摘される（13）。また、貴族院と衆議院の権

限関係は予算の先議権を除いて対等であり、国民の代

表である衆議院の議決はしばしば貴族院の反対により

否決された（14）。

　明治憲法には行政権を行使する内閣についての定め

は無く、第 55 条第 1 項で「国務各大臣ハ天皇ヲ輔弼

シ其ノ責ニ任ス」と定められていたのみであった。議

院内閣制は採用されておらず、内閣制度の運用は内閣

官制（明治 22 年勅令第 135 号）に依っていた。さらに、

官僚は天皇の官吏と位置付けられていた。

　以上、立法に関して議会の権限が制限されていたこ

と、議院内閣制が採用されていなかったこと、官僚が

主権者たる天皇に直結した（代理委任された）存在で

あったこと、立法府は制度的には行政府をコントロー

ルすることができなかったことから、明治憲法下にお

いては行政府が相対的に優位に立っていたと考えるこ

とができる（15）。

3.1.2　行政立法

　次に、行政立法の制度的な根拠を確認する（16）。明治

憲法下では法律の委任がある場合に認められる委任命

令と、法律の規定を実行するための執行命令が認めら

れていた。ただし、法律の委任についても、現在の制

度における委任と比較すればはるかに「包括的、白紙

委任的」な性格が強かったと指摘される（17）。それに加

えて、第 8 条において、「天皇ハ公共ノ安全ヲ保持シ

又ハ其ノ厄災ヲ避クル為緊急ノ必要ニ由リ帝国議会閉

会ノ場合ニ於テ法律ニ代ハルヘキ勅令ヲ発ス」という

緊急勅令が、さらに第 9 条において「天皇ハ法律ヲ執

行スル為ニ又ハ公共ノ安寧秩序ヲ保持シ及臣民ノ幸福

ヲ増進スル為ニ必要ナル命令ヲ発シ又ハ発セシム但シ

命令ヲ以テ法律ヲ変更スルコトヲ得ス」という独立命

令が規定されていた。これら勅令は、議会の閉会期間

に政府が独立に立法を行う手段であり、勅令を発した

後議会による承認が必要であり承認がない場合には効

力を失うなどの制約はあったが、議会における審議の

過程を省略することが可能な立法手段であった（18）。

3.2　日本国憲法下

3.2.1　立法府と行政府

　1947 年に施行された日本国憲法において、主権者

は国民となった。また、枢密院は廃止され、憲法第 41

条で国会は「国権の最高機関であり、唯一の立法機関

である」と明記された。また、日本国憲法では議院内

閣制が採用されたため、国会における多数党（原則的

には衆議院における多数党）が内閣を組織することと

なった。

　さらに憲法第 65 条において、「行政権は内閣に属す

る」と定められた。日本国憲法下においては、国民に

より選挙された議員で構成される立法府から選ばれる

内閣に、行政権が属することとなった。つまり、行政

府と立法府が制度的に融合していなかった明治憲法下

と異なり、国民の信託を直接受けることがない行政府

に対して、立法府がコントロールすることを制度上保

証することとなった。

3.2.2　行政立法

　次に行政立法について確認する。日本国憲法下にお

いては、憲法第 41 条の規定により、戦前の勅令の様

な法律から独立した立法は否定されることとなった。

ただし、第 73 条 6 号において「この憲法および法律

の規定を実施するために、政令を制定すること」を内

閣の権限としており、これは行政立法を予定している

とされている（19）。つまり、戦前の勅令の様な法律から

独立した行政立法は否定されるが、法律の委任がある

場合に認められる委任命令と、法律の規定を実行する

ための執行命令まで否定されるものではない、という

解釈がなされており、これが行政立法の根拠となって

いる。しかしながら、この条文は政令についてのみ規

定したものであるし、明確な行政立法の根拠とはいえ

ないとも考えられるとの指摘もある（20）。
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3.3　小括

　前節までで概観した制度と制度変化から、次の点が

指摘できるだろう。第一に、立法過程において、戦前

は行政府がその影響力を広く行使することができるシ

ステムとなっており、戦後は立法府が主導することが

可能となるシステムとなった、つまり国会中心主義が

基本原則として採用され、戦前と比較して行政府の相

対的な意味での権限が弱められた。また、戦前は制度

的には立法府が行政府をコントロールすることが困難

であったが、戦後は立法府が行政府をコントロールす

ることが制度化された。第二に、行政立法に関しては、

戦前においても委任命令は法律の委任が必要であっ

たが、しかしながらそれは包括的・白紙委任的な性格

が強く行政府の裁量の余地が非常に大きかった。さら

に、天皇に与えられていた勅令制定権によって、行政

府は大きな影響力を行使し得た。それに対して、戦後

は法律の委任がない独立した立法ができなくなったこ

とで、戦前のような白紙委任的な行政立法はできなく

なった。第三に、行政立法に関して現行憲法上の定め

は政令に関しては明確に存在するが、その他命令に関

しては必ずしも明確ではない。

　明治憲法下における、行政府の立法府からの独立

性と優位性、更には包括的な行政立法の制定権といっ

た制度的条件は、行政府が統制を強めようとした場合

にそれをコントロールすることが難しい状態を作り出

したと考えられる。一方、日本国憲法下においても立

法府が行政府をコントロールすることが制度的に可能

となったとはいえ、行政立法に関する規定は必ずしも

明確ではないことから、そのあいまいさによって限界

が確定しないままに行政立法が用いられるという状況

を生み出した可能性が指摘できる（21）。いずれにせよ、

制度的な変更をはさんでも、行政立法に対して明確な

コントロールがなされるような制度は用意されていな

いと考えられる。

4.　行政立法の動向の分析

4.1　方法

　はじめに、法令の数量化の意味を確認しておく。政

府が政策を行うに際しては、原則として法律に基づい

て行われる。したがって、法律の制定件数は立法府の

活動量を示す指標の一つと考えられる。また、政策を

形成する際に行政立法を活用しているのであれば、そ

の件数は行政府の活動量の指標となりうる（22）　
　   

（23）。この

ことから、法令の件数の数量化は、立法府と行政府が

それぞれ公共政策の形成に際して、どの程度の活動を

しているか、ないしどの程度の影響力を保持している

かを知る手がかりとなる。したがって、法律と行政立

法の件数の推移によりその程度と変化を分析すること

によって、「わが国はいつ頃から大きく行政立法に依

存し始めたのか」という問題に接近することが可能と

なる。その様な観点から、法律と行政立法の動向と変

化について戦前戦後を通じた時系列的分析を進めて行

く。

4.2　法令の件数の推移（24）―全体の動向―

4.2.1　法律の制定件数

　はじめに、法律の制定件数の推移を確認する（25）。図

1から理解できることは、立法数は長期的に見れば

1937 年以降増加している、さらに戦後になって著し

く増加しており、特に 1947 年の日本国憲法施行以降

大幅に増加しこの傾向が 1960 年代まで継続している、

ということである。全期間の法律の年平均制定件数は

図１　法律の件数
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130.7 件であるが、1947 年から 1967 年までは連続して

この数字を上回っている。1926 年から 1945 年の年平

均法律制定件数は 65.0 件、日本国憲法下においては年

平均 155.0 件となっており、年平均を考えても戦後の

法律の制定件数は 2.4 倍程度にまで増加していること

がわかる。当然のことながら、戦前と戦後では求めら

れる政策の量が異なるはずであり、戦後の方がその要

求が多いと考えられるため、この数字を単純に比較す

ることはできない。特に、GHQによる占領期において、

法律の制定件数は著しく増加しているが、これは

GHQ による戦後の民主化改革に際し、多くの法律が

必要とされたためである。例えば、戦前は行政組織など

の定めは天皇の官制大権、任官大権の事項であったた

め勅令の形式で定められており、また警察や教育に関

する事項は勅令や省令で定められていたため、戦後新

たにこれらを法律で定めなくてはならなくなった（26）。

これは制度変化による法律の需要の増大である。また、

1970 年代以降はその件数に大きな変化は見られず、90

年代に入って増加傾向にある。

4.2.2　勅令・政省令の件数

　次に、勅令・政省令の件数の変化について確認する（27）。

図 2は勅令・政省令の件数の推移を示したものである。

これによると、1937 年を境にその件数が急増してい

ること、1937 年から 1953 年のところに、ひとつの大

きな山があること、それ以降も 1936 年以前と比較し

て高い水準を保っていることがわかる。1926 年から

1936 年までは年平均 679 件の件数であり、1937 年か

ら 1953 年の期間は、全分析期間の平均 1150 件を連続

して上回っている。これは日中戦争が始まってから連

合国軍による占領の時期に相当する。ここで、戦後否

定されることとなった法律から独立した命令すなわち

勅令の影響を除いた件数の推移を検討する（28）。図 3は

図 2から勅令の件数を除いたものである。これによる

と、1936 年以前は 400 件以下だった件数がそれ以降

急増し、占領期のピークを越えてもそれ以降一貫して

図 2　勅令・政省令の件数

高い水準を保っていることが確認できる。図 4は図 3

から政令の件数を減じたものであるが、これも図 3と

同じ傾向が見て取れる。また、法律の場合と同様に

1990 年代に入って増加傾向を見せている。

　これらのことから、戦前の 1937 年前後をきっかけ

として勅令・政省令が広範に用いられ始め、それが戦

後一貫して高水準であることが理解できる。

4.2.3　小括

　本節の分析によって、次のことが確認された。第一

に、すべての法令について急激に増加している時期が

存在することである。法律で言えば、第二次世界大戦

後の時期に最も大きな伸びを示していたことが確認さ

れた。また、勅令・省令は 1937 年前後の時期にその

ような傾向が確認された。第二に、法律の制定件数は

戦後になってから大幅な伸びを示しその後は安定傾向

図 3　政省令の件数

図 4　省令の件数
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にあるのに対して、政省令は戦後一貫して高い水準を

示していることが確認された。以上のことから、「わ

が国はいつ頃から行政立法に大きく依存し始めたの

か」という問に対して一つの答え― 1937 年前後―を

導くことができたと考える。

　しかしながら、法律の増加のピークが戦後にあり、

その期間を除けば法律の件数は安定傾向にあるのに対

し、行政立法の件数の増加については 1937 年前後に

ピークがあり、さらに戦後も一貫して高水準にある、

という点については更に検討の余地がある。したがっ

て、次節では、はじめに提出した行政国家化現象から

の説明の再検討をするという分析の視点から、特に戦

前期（1926 ～ 1945 年）に焦点を当て、更にこの問題

を詳しく考察したい（29）。

4.3　戦前期の動向（1926 ～ 1945 年）

4.3.1　法律の制定件数

　はじめに、法律の制定件数を確認する。図 5から、

法律の制定件数は年によって大きなばらつきがある

が、平均的には 1937 を境に若干伸びていることがわ

かる。表 1によると、1926 年から 1936 年までの年平

均の法律制定件数は 48.1 件であるのに対し、1937 年

から 1945 年は年平均 85.6 件であり、1937 年以降の法

律の年平均制定数はそれ以前の 1.77 倍となっている。

これは、1928 年、1930 年のように件数が著しく少な

い年の影響を受けた数字ではあるが、その影響を除い

ても 57.1 件であり、やはり 1936 年以降の伸びは大き

い。

4.3.2　 勅令・省令の件数

　次に、勅令と政令の件数を見てみる。図６によると、

勅令と省令の件数は 1936 年以前はどちらもほぼ 400

件以下で推移していたが、1936 年を境に飛躍的に伸

び、1941 年にはどちらも 1000 件を越えている。勅令

は 1936 年以前が年平均 356.4 件であるのに対し、1937

図６　勅令、省令の件数（1926 ～ 1945 年）

　　 表 2　勅令、省令の件数（1926 ～ 1945 年）
期間 勅令の件数（平均）省令の件数（平均）

1926 年～ 1945 年 590.4 554.9
1926 年～ 1936 年 356.4 322.8
1937 年～ 1945 年 876.3 838.5

* 小数点第 2 位以下切捨て図 5　法律の件数（1926 ～ 1945 年）

　　　  表 1　法律の件数（1926 ～ 1945 年）

期間 法律の制定件数（平均）
1926 年～ 1945 年 65.0
1926 年～ 1936 年 48.1
1937 年～ 1945 年 85.6

* 小数点第 2 位以下切捨て

年以降は年平均 876.3 件となっている。また、省令の

件数については、1926 年から 1936 年以前は年平均

322.8 件であったのが、それ以降は年平均 838.5 件とな

っている。1937 年以降の法律の年平均制定数はそれ

以前の 1.77 倍であるのに対し、勅令は 2.45 倍、省令

は 2.59 倍となっている。

　いわゆる「1940 年体制論」とは、戦時体制下における

行政府による経済統制が戦後も継続し、それが官主導

の高度経済成長の基礎となったという議論である（30）。

1937 年 9 月に盧溝橋事件が勃発し日中戦争が始まり、

そのころから「総力戦」を戦い抜くために軍部・官僚

を中心として統制が強まっていった。さらに、1937

年には企画院が発足し、1938 年には国家総動員法が
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制定された。本節の分析により、勅令、省令が急増し

たのはちょうどこの時期に相当することがわかる。こ

の結果から、勅令、省令を活用して日中戦争以降の戦

時体制、総力戦体制を整えて行った、すなわち国家目

的のために資源配分を効率的に行なう必要性から通常

の立法ではなく行政立法を広範に活用し始めた、とい

うことが推測できる。

4.3.3　政府の役割の変化

　「1940 年体制」論においては、戦時体制下に政府に

よる経済統制が強まったとの主張がなされている。こ

れは、行政内部における経済財政政策担当部局の比重

の高まりを予想させる。これはいわば政府の役割の変

質ということができるであろう。この点を確認するた

めに、この時代における各官庁の比重の変化を見てみ

よう。

　政府の重要な役割として産業政策、財政政策、金融

行政といった経済財政政策があるが、これらの役割を

担っていた大蔵省と商工省を取り上げる。さらに、当

時における政府の重要な役割として考えられる郵便、

情報通信、鉄道といった現業部門を担っていた官庁と

して、逓信省と鉄道省を考える。その上で、これらの

官庁の政府内部での比重の変化について比較検討を試

みた（31）。

　まず、1930 年から 1941 年までの一般会計歳出に占

める、大蔵省・商工省および逓信省･鉄道省所管の一

般会計歳出決算の比率を比較する（32）。図 7によると、

1925 年から 1932 年までをみると両部門ともに 20％前

後の予算が配分されており、ほとんど変化がみられな

い。また、両部門の比率もあまり変わらない。それが、

1933 年を境に変化し、逓信省と鉄道省の比率は縮小

し続け、10％以下に減少して行くのに対し、大蔵省・

商工省は 20％前後の推移を続け、1938 年を境に増加

の傾向を見せていることがわかる。このように一般会

計歳出に占める各官庁の一般会計歳出決算の比率の変

化から、現業部門と経済政策・経済統制担当部門の比

重が変化し、経済政策・経済統制を担当する大蔵省・

商工省のウェイトが戦時体制下において高まったこと

が理解できる。

　さらに、図 8により各省庁から出された省令の件

数の推移を検討する。この表から、大蔵省・商工省と

逓信省・鉄道省双方とも、1937 年前後を境に大きく

増加していることが見て取れる。しかしながら、1925

年から 1937 年までは逓信省・鉄道省の方がより多く

省令を出していたのに対し、戦時体制になるとは大蔵・

商工両省の省令の件数の方が多くなっており、逆転し

ていることがわかる。単純な件数の増加という意味で

は戦時体制下において、各省共に省令を大規模に活用

していることが確認できるが、その伸びは大蔵省・商

工省の方が大きくなっている。

　以上の結果から、逓信省と鉄道省は、あくまで相対

的な意味で、1933 年代以降比重が低下したことがわ

かる。また、大蔵省・商工省の比重が相対的に上昇し

てゆき、1937 年の戦時体制以降その比重が顕著に高

まったことが財政面からも省令の件数からも明らかで

ある。

4.3.4　小括

　以上の分析から、次のことが理解できる。1937 年

を境に行政立法の件数が急増した。その増加率は法律

図 7　予算配分の比率（大蔵・商工、逓信・鉄道）

図 8　省令の件数（大蔵・商工、逓信・鉄道）
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の増加率を上回るものである。この時期に政府の役割

そのものが変化を見せ、特に戦時体制以降、経済政策・

経済統制を担当する大蔵省・商工省の比重が逓信省・

鉄道省と比較して相対的に高まった。このことにより、

戦時体制を整えるための統制、特に経済統制の手段と

して、行政立法が用いられた可能性が考えられる。

　このことは、行政国家化現象から行政立法の拡大を

説明する一般的説明とは異なる理由があることを示唆

する。すなわち、社会が複雑化するに連れて行政が関

わらなくてはならなくなる範囲が広がり、その結果と

して行政立法を広く活用するようになったということ

に加えて、政府が国家目的のために資源配分を効率的

に行う必要性から、行政立法を広範に活用している可

能性が指摘できるのである。

5.　おわりに

　本稿は行政立法について、具体的な法令の件数の推

移から考察したが、以下のことが明らかになったと考

える。

　憲法が変更されることにより制度変化が起こった

が、法令の件数から分析した限りにおいては、行政

立法はから戦前からこんにちに至るまで変わることな

く広く活用されており、公共政策の形成に際しての行

政立法への依存が理解できる。また、行政立法の活用

は 1937 年の戦時体制以降急増しており、特に省令に

関しては現在も数字の上ではそのトレンド上にあると

いうことがわかる。さらに、法律の推移と行政立法の

推移の違い及び戦前期の分析から次のことが確認でき

た。1937 年を境に法律を上回る行政立法の件数の増

加が見られた。同時に、経済政策・経済統制を担当す

る大蔵省・商工省の比重が現業部門と比較して高まっ

た。このことから戦時体制を整えるための統制、特に

経済統制の手段として、行政立法が用いられたと推測

できる。

　本稿の目的は行政立法を分析するための一つの手

がかりを得るために、「わが国はいつ頃から行政立法

に大きく依存し始めたのか」、という点を明確にする

ことであり、行政国家化現象により行政立法が必要と

されたといった従来の説明を再検討するという視点か

ら、新たな知見を得ることを目標とした。「省令の動

向を見る限り 1937 年前後から行政立法に大きく依存

し始めた」、「従来の行政国家化現象による説明の妥当

性は否定されるものではないが、政府として国家目的

のために資源配分を効率的に行う必要性から、機動性

と柔軟性の観点から通常の議会（国会）を経由した立

法ではなく行政立法を広範に活用し始め、そのシステ

ムが現在も存続している可能性がある」というのが本

稿の結論となる。

　ただし、本稿の分析は法令の全体的な件数から新た

な知見を得ることを目的としているため、実際の政策

過程の中で行政立法が果たしている具体的な機能や法

令の質的側面については踏み込んでおらず、結論の説

明力にも限界がある。したがって、本稿の結論は行政

立法を体系的に分析して行くための一つの手がかりと

なるものであり、今後さらなる分析が必要となる。

（１）国の行政機関の制定する命令については、具体的に

は次のものが挙げられる。（1）政令：合議体として

の内閣が発する命令（憲法 73 条 6 号、74 条、7 条

1 号、内閣法 1 条、国家行政組織法 1 条）、（2）総

理府令・省令：各大臣が、その主任の行政事務につ

いて、法律もしくは政令を施行するため、または法

律もしくは政令の特別の委任に基づいて発する命令

（国家行政組織法第 2 条 1 項）、ただし、2001 年 1

月 6 日に内閣府が設置されたため、総理府令が廃止

され、内閣府令（内閣府設置法 7 条 3 項）となった、

（3）外局規則：各外局の長が、別に法律の定めると

ころにより発する命令（内閣府設置法 58 条 4 項、

国家行政組織法第 3 条）、（4）独立機関の規則：会

計検査院、人事院等国家行政組織法の適用を受けな

い独立機関が、それぞれその機関に属する事項につ

いて発する命令（会計検査院法 38 条、国家公務員

法 6 条 1 項）。次の文献を参照。田中二郎『行政法

総論』有斐閣、1957 年、365-366 頁、塩野宏『行政法：

行政法総論［第 3 版］』有斐閣、2003 年、82 頁。
（２）川﨑政司は、現行法令の件数は法律が約 1600 件、

政令が約 1900 件、府省令が約 2700 件であり、政省

令の件数が法律の件数を大幅に上回っていることを
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指摘している。川﨑政司「立法の現状と現代立法の

特質（5）」『国会月報』、1996 年 5 月、51 頁。
（３）川﨑・前掲論文、50 頁。
（４）前田英昭は、立法府が他の機関に立法府の権能に属

する事項の決定を委任することについて、「委任立

法の増加は、国民の権利義務の変更に関しては国民

の同意を要するという議会制民主主義の基本的な精

神から遠のくことであり、ひいては「法の支配」を

危殆に瀕せしめることになる」と批判している。前

田英昭「国会は委任立法を強力に統制せよ」『改革

者』、2002 年 6 月号、30 頁。
（５）脇山俊『官僚が書いた官僚改革』産能大学出版部、

1994 年、96-105 頁。
（６）例えば、田中二郎『要説 行政法［新版］』弘文堂、

1972 年、184-185 頁、塩野・前掲書、83-84 頁など

を参照。
（７）田中『行政法総論』、136 頁。
（８）国会は常時活動状態にあるわけではないので、意思

決定にある程度の時間を要し、緊急事態に対応する

能力はほとんど持ち合わせていないという指摘があ

る。川﨑・前掲論文、52 頁。
（９）次の文献を参照。Chalmers Johnson, MITI and the 

Japanese Miracle: The Growth of Industrial Policy, 

1925-1975, Stanford University Press, 1982.（矢野

俊比古監訳『通産省と日本の奇跡』TBS ブリタニカ、

1982 年）、野口悠紀雄『1940 年体制―さらば「戦時

体制」―』東洋経済新報社、1995 年、榊原英資・

野口悠紀雄「大蔵省・日銀王朝の分析―総力戦経済

体制の終焉―」『中央公論』1977 年 8 月号、96-150 頁。
（10）Pempel は、政省令の件数と、内閣提出法案（閣法）

に占める政省令の比率（政省令率）の動向を分析し、

政省令への依存の長期的な高まりから、わが国の政

策形成システムを官僚支配的であると主張する。T. 

J. Pempel, "The Bureaucratization of Policymaking 

in Postwar Japan", American Journal of Political 

Science, 18, pp. 647-664. ただし、この Pempel の主

張は、戦後から 1970 年代前半までの期間を取り扱

った分析に基づくものである。
（11）行政立法を官僚支配の証拠だとする見解には有力な

反論がある。例えば増山は、Pempel と同じ手法を

用いて戦後から 2001 年までのデータを分析し、戦

後全体を見れば政省令数の一貫した増加傾向は見ら

れず、したがって Pempel の主張が成立することは

困難であり、行政立法が官僚支配を証明するものと

はならないと主張している。詳しくは次の文献を参

照。増山幹高「立法過程における国会再考」『成蹊

法学』第 50 号、1999 年、278-304 頁、『議会制度と

日本政治―議事運営の計量政治学』木鐸社、2003 年、

31-48 頁。
（12）田中二郎「法律と命令―行政法の法源として―」田

中二郎・原龍之介・柳瀬良幹『行政法講座』第一巻、

有斐閣、1956 年、 239 頁。
（13）岩井奉信『立法過程』東京大学出版会、1988 年、

43-45 頁。
（14）川人貞史『日本の政党政治 1890-1937：議会分析と

選挙の数量分析』東京大学出版会、1992 年、14 頁。
（15）戦前においても政党が影響力を持ち出すにしたがっ

て、大正デモクラシー期には「憲政の常道」たる政

党政治が実現していたという事実がある。衆議院に

基盤をおく政党政治は、憲法の予定していないこと

ではあったが、この時期には政友会と憲政会という

二大政党による政権交代を繰り返しながら、内閣を

組織していた。このことについて、議院内閣制をと

らない明治憲法下においては、議会と内閣が分断さ

れかつ内閣に権限が集中していたために、政党は衆

議院における数を基盤とし官僚を取り込みながら勢

力を拡大して内閣を獲得することを目的としたとい

う指摘がある。岩井・前掲書、46 頁。議会に基盤

を置く政党が内閣を獲得するような状況下において

は、制度の拘束を受けながらも立法府と行政府の影

響力関係は実質的に何らかの変化をみせていたと考

えられる。
（16）以下の説明に関しては次の文献を参照。田中「法律

と命令」、239-240 頁、244-245 頁。
（17）原田一明『議会制度』信山社、1997 年、37-38 頁。
（18）明治憲法下では議会中心主義を取っておらず、議会

は天皇の協賛機関に過ぎなかったということは、勅

令によって帝国議会が相当の拘束を受けていたこと

からも理解することができる。帝国議会は年一回召

集されることになっていたが、会期延長や臨時会の
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招集は勅令によってのみ認められるものであった。

さらに、勅令による停会も認められていた。このこ

とは、議会の自律性が制度的に制限されていたとい

うことを意味する。
（19）田中「法律と命令」、243 頁、253-254 頁。
（20）塩野宏は委任立法について、「わが国においては、

憲法上の根拠は必ずしも明確ではないが、一般的に

は、憲法第 73 条 6 号が委任立法の存在を予定して

いるといわれている」としている。塩野・前掲書、

83-84 頁。
（21）こんにちの複雑化した社会では、行政立法に依存し

なければ政府の運営がままならず、今後とも行政立

法の重要性が増すという可能性もある。そうである

ならば、なおのこと、その裁量権の範囲を限定する

ことの重要性も大きいであろう。この点に関しては、

次の文献を参照。西村康雄「行政裁量の内在的統制」

日本行政学会編『日本の行政裁量―構造と機能―』

ぎょうせい、1984 年、93-95 頁、原田・前掲書、

95-100 頁。
（22）この様な考え方に基づいた法令の定量化による分析

は、Pempel、Beyme などによって行われている。

Pempel, op. cit. Klaus von Beyme, "The Role of the 

State and the Growth of Government," International 

Political Science Review, vol. 6, no. 1, 1985, pp. 11-34. 

Beyme は、19 世紀以降の先進諸国における政府機

関の拡大について、予算、公務員数などさまざまな

指標を用いて比較分析を行っている。その際に政府

の大きさを示す指標として、制定された法律の数の

推移を取り上げている。
（23）S. ザワツキーは、今世紀に入っての福祉国家化、す

なわち国家の役割の拡大に伴う立法の著しい増大に

ついて、「立法のインフレーション」という用語を

用いて表現している。この報告は「インフレーショ

ン」という用語からも明らかなように、立法数の増

大に伴って法規範の質的低下がもたらされた、とい

う点を問題にしている。S. ザワツキー（内藤光博訳）

「立法のインフレーションと規範の発展」『専修法学

論集』第 49 号、1989 年、115-136 頁。
（24）法令に関しては、各年の法令全書をみればその概数

を知ることができる。本稿は次の資料を用いてその

概数を調べた。大蔵省印刷局編『法令全書』（大正

15 年 - 平成 11 年）。ただし、昭和 18 年 9 号までは

内閣印刷局、昭和 18 年 10 号から昭和 24 年 5 号ま

では印刷局、昭和 24 年 6 号から昭和 27 年 7 号まで

は印刷庁、昭和 27 年 8 号以降は大蔵省印刷局が発

行している。
（25）法令全書では暦年ごとにそれぞれの法令に番号が振

ってある。論文中ではこの番号に基づいて件数を数

えており、したがって暦年を用いている。
（26）田中「法律と命令」、245 頁。
（27）第 4 章では省令という場合、閣令、総理庁令、総理

府令、省令を含むこととする。
（28）勅令と閣令は、1947 年以降廃止されている。これ

らについては、明治憲法下において発せられたもの

であっても委任命令または執行命令の性質を有し、

日本国憲法下においても命令で規定し得る事項に関

するものは効力を有する。その際勅令は政令、閣令

は総理府令と読み替えるということが定められてい

る。田中「法律と命令」、254-255 頁参照。ただし、

勅令と政令とはその機能面から考えて同一のカテゴ

リーとして扱い得るかについては疑問がある。した

がって、ここでは政省令数と省令数の双方によって

分析を行っている。
（29）同様の趣旨の分析は、すでに次の論文で行われてい

る。佐藤公俊「戦時体制下における政府の拡大過程

―いわゆる「1940 年体制」の数量的分析―」『法政

論叢』第 37 巻第 2 号、180-187 頁。本稿の分析はそ

の不足を補うものである。
（30）野口・前掲書。
（31）一般会計歳出のデータに関しては次の資料を参照し

た。総理府統計局『第 1 回日本統計年鑑』日本統計

協会・毎日出版社、1949 年、同『第 2 回日本統計

年鑑』1950 年。
（32）1942 年以降は日本が連合国と全面的に戦争をした

時期であり、この間はデータの不備等の問題がある

ので、ここでは 1941 年までを扱っている。
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論　　文

地上デジタル放送の教育可能性

石川　勝博
ISHIKAWA, Masahiro

The Educational Effects of Digital Terrestrial Television Broadcasting

　This paper examines the relationship between digital terrestrial television and its educational effects. Digital 
terrestrial broadcasting alters the very essence of television in three ways: 1） High definition and high sound 
quality, 2） multiple channels, and 3） multiple services (electronic program guides, data services, interactive 
communication, etc.）. It is assumed that these three characteristics promote learning in the affective domain, 
information literacy (that is, the ability to use information practically）, and active learning attitudes. However, 
this perspective is both technological determinism and overly optimistic. The permeation of digital terrestrial 
television will not automatically mean the promotion of educational effects. This paper concludes that further 
research on the factors that facilitate audience activity by digital terrestrial television viewing and enrichment 
of television programs are necessary.

はじめに

　2003 年 12 月 1 日の地上デジタル放送スタートを期

に、テレビは従来の「見る」ものから、「使う」もの

へと変容しようとしている。しかしながら、現在のと

ころ地上デジタル放送の利点が十分に認識されている

とは言い難い。例えば、二瓶と鈴木（2004）は、2004

年 2 月に全国の男女 1396 名を対象に実施された、地

上デジタル放送の魅力に関する面接調査の結果を紹

介している。ここでは、魅力を感じる機能として、高

画質 27％、高音質 38％、番組非連動型データ放送 32

％、番組連動型データ放送 14％、双方向接続機能 14

％、EPG（電子番組表）11％、多チャンネル化 14％、

携帯端末視聴 14％という数字が示されている。彼ら

はこの結果について、地上デジタル放送の機能が、ま

だ具体的にイメージできていないため、魅力があると

も無いとも言えない状況にあるのではないかと解釈し

ている。そこで本稿では、地上デジタル放送の魅力を

確認するために、その可能性を検討することにしたい。

　茨城県では、2004 年 10 月から全国に先駆けて県域

デジタル放送がはじまった。2003 年 12 月 1 日放送の

「いよいよ始まる！　デジタルテレビ新時代」によれば、

「茨城県域デジタル放送」では、県内の特産品やイベ

ント情報を県民が伝える視聴者参加型番組、データ放

送によって「偕楽園」の梅の開花状況（桜前線ならぬ

梅前線）を伝える番組、オリジナル・キャラクター「美

都ちゃん」による双方向型の番組「デジタル茨城弁講

座」などの放送が予定されている。これらの番組の効

果として、視聴者が地域の特産品や文化財、方言への

理解を深めることが考えられる。これは、広義には教

育的効果と捉えられる。従来の放送とは異なる特色を

持つ地上デジタル放送には、教育的効果が大いに期待

されるであろう。

　これまでも新たなメディアが開発されると、しばし

ばその教育可能性が議論されてきた。例えば、ラジオ

が登場した当初は、メッセージを同時に大量に送るこ
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とができる特性から、大衆への教育的効果が期待され

た。また、マルチメディア（90 年代初頭は、ハイパ

ーメディアと呼ばれる）が開発されると、従来の CAI

による直線的プログラムに代わって、融合性、相互交

渉性、無構造性、拡張性を持つ学習教材が作成可能と

なり、個性化学習の促進や発散的思考の道具となる可

能性が指摘された（中野 , 1991）。

　視聴覚教育や教育工学では、「メディアには固有の

教育特性はない」とするのが一般的である。メディア

の教育的効果は、その機器の性能や属性だけではなく、

メッセージ材料や技法の性質、属性にもよるからであ

る（中野 , 1981）。さらには、対象とする学習者の特性

によっても、教育的効果は異なる。すなわち、教育的

効果は、学習者の特性や教材の内容やその送信技法の

相互作用によって規定される。これが、「特性・処遇・

課題交互作用（TTTI）」と呼ばれる考え方であり、「メ

ディアの選択は、授業目標からはじめ、メディアから

はじめるべきではない」と集約できる。

　したがって、地上デジタル放送のメディアとしての

特色から教育的効果を検討するのは間違いである。し

かしながら、新たなメディア技術が生まれると、新た

な教育可能性が見いだされるのもまた確かである。実

際、視聴覚教育や教育工学では、プログラム学習教材

にはじまり、CAI、マルチメディアを使った学習に関

する研究が進められ、そのメディアとしての特色に基

づく教育的効果も実証されている。

　地上デジタル放送の教育的効果は、視聴覚教育、教

育工学のみならず、マス・コミュニケーション研究の

視点からも検討すべきである。従来のマス・メディア

の教育的効果については、既に阿久津（1972）や大村

（1976）が論じている。これらの研究では、一方向性、

同期性、大衆性といった特色をもつ従来のマス・メデ

ィア（特にテレビ）の教育的効果が検討されているが、

近年のメディア状況からするとそぐわない点も見られ

る。

　そこで本稿は、地上デジタル放送の主な特色である、

１）高画質・高音質の映像メッセージ、２）多チャン

ネル化、３）多機能化（EPG サービス機能、データ

放送機能、双方向接続機能）がもたらす教育的効果の

可能性を示すことを目的とする。

１．高画質･高音質の映像メッセージによる教育可能性

　デジタル放送では、受像機画面の走査線が従来の

525 本から 1125 本へと増え、ハイビジョン並みに鮮

明で、かつ CD 並みに高音質の放送が可能となる。

　映像メッセージに対しては、「メッセージが鮮烈

であるほど、具体的で感情に訴えるので、より説得

の効果は高まり、記憶されやすい」との認識がある

（Neuman,  1991）。高画質・高音質な映像は感情に訴

えるので、効果が高いとも言い換えられる。また、一

般的には、臨場感溢れるシーンを視聴することで、心

が揺さぶられ、情緒面への効果がもたらされると考え

られている。こうした認識について、視聴覚教育や教

育工学、マス・コミュニケーション論の視点から検討

する。

1.1.　視聴覚教育・教育工学の視点

　視聴覚教育や教育工学の視点から、秋山（1979）は、

テレビの情報表示システム、すなわち映像メッセージ

に基づく教育特性の１つとして情緒性を挙げている。

情緒性とは、演出技法を駆使し、子どもの心情をゆさ

ぶり強い影響を与え、学習へ動機づけることである。

同様の指摘は、森本（2004）の報告にも見られる。彼

は、教育における地上デジタル放送により、臨場感溢

れる高画質・高音質の番組が実現することで、子ども

たちの興味関心を喚起し、学習意欲を高められるとし

ている。これらの指摘にしたがえば、地上デジタル放

送は、従来のテレビよりも鮮烈な映像メッセージが提

供できるので、情緒面、特に学習へと動機づける教育

的効果の可能性が指摘できる。

　情緒面への教育的効果は、動機づけに限ったことで

はない。Bloom ら（1956）の教育目標体系（Taxonomy 

of Educational Objectives） に お け る 情 意 の 領 域

（aff ective domain）には、学習対象に関心を持つ動機

づけはもちろん、感受性を示し意欲的に受け入れるこ

と、対象を価値づけることなどが含まれている。高画

質・高音質の映像メッセージが、情緒面に影響を与え

るとすれば、学習への動機づけを促すだけでなく、関

心を持たせ、感受性をも高める可能性が指摘できる。
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1.2.　マス・コミュニケーション研究の視点

　次に、マス・コミュニケーション研究の視点から、

高画質・高音質の映像メッセージの教育的効果を検討

したい。ここでは、McLuhan のメディア論、「利用と

満足」研究、阿久津（1976）の研究から検討する。

　McLuhan（1964）によれば、メディアは、与える

情報の精細度、受け手の参加度あるいは関与度によ

り、「ホット」なものと「クール」なものに分類される。

ホットなメディアとは、受け手の参加度が低く、熟考

や解釈の余地を与えないメディアであり、クールなメ

ディアは熟考や解釈が必要なメディアである。

　テレビは、走査線を使い映画と比較して画面が小さ

いという技術的制約のために、精細度が低く、情報量

も少ない（McLuhan, 1964）。その上、ブラウン管は

光の集合で画像を作っているので、その間を埋めるた

めに受け手の解釈の余地があるとされる。以上のこと

から、彼は、テレビはクールなメディアとしている。

この論にしたがえば、テレビ視聴による学習には「熟

考しながら、解釈しながら」という能動的で主体的な

態度が必要となる。

　地上デジタル放送は、走査線という技術を利用して

いること、一般家庭で視聴する場合は映画館ほどの大

画面は望めないこと、光の集合で映像を作っているこ

とから、ホット・メディアよりもクール・メディアに

対応すると思われる。とすれば、地上デジタル放送は、

受け手の参加度の高いメディアであると言え、能動的

で主体的な学習を促す可能性が示唆される。

　マス・コミュニケーションの「利用と満足」研究では、

受け手がメディア利用により得ている様々な充足の類

型が示されている。その中の１つに「疑似社会的相互

作用」（McQuail ら , 1972 ; Rubin ら , 1985 など）があ

る。これは、登場人物になったつもりで同一化したり、

感情移入したり、ときには感動し涙を流す、という充

足である。これは情緒的充足であり、Bloom ら（1956）

の教育目標体系における情意的領域とも概念的に類似

する。

　よって、より鮮明な画像、インパクトのある音響が、

情緒面に影響するのと同様に、こうしたメッセージが、

情緒的充足である疑似社会的相互作用の度合いも高め

る可能性が考えられる。これは、登場人物への同一化、

感情移入、感動といった情緒面への教育効果と捉えら

れる。

　阿久津（1976）は映像環境における人間形成の蓋然

性について、１）「メディアに基づく映像環境の特性」

と２）「メッセージに基づく映像環境の特性」の２つ

の側面から論じている。高画質・高音質の映像メッセ

ージの教育可能性を論ずるに当たって、２）の側面が

参考になるので、以下に紹介する。

　「メッセージに基づく映像環境の特性」とは、映像

はもちろん、画像、活字、音響メッセージが含まれる

といった「総合性」にある（阿久津 , 1976）。これは、

地上デジタル放送の場合も同様である。高画質・高音

質の映像メッセージに加えて、データ放送（詳細は、

3.2. で述べる）による文字情報も加わるので、より「総

合性」は高いと言えよう。

　映像メッセージは、対象の抽象化や概念化に関して

は、活字よりもその有効性が低いというのが一般的で

ある。この点を踏まえつつ、阿久津（1976）は、青井

（1974）の論にしたがい対象把握の方法を検討した上

で、映像メッセージによる人間形成の可能性を探って

いる。

　青井（1974）は、事象の把握に関する知識には、防

衛的認知欲求に基づき得られる「傍観者的・抽象的・

概念的知識」と、対応的認知欲求に基づき得られる「対

人的・主体的・体験的知識」があると指摘する。前者

は、把握すべき変数をできるだけ少なくし、単純化に

よって高次の理論的枠づけに関連づけることが、理解

となり説明となる。この知識の習得における対象把握

の方法は「観察」である。後者は、抽象化・概念化せ

ずに対象それ自体を受容することである。すなわち、

体験的豊かさが理解となり説明となる。そして、この

知識の習得における対象把握の方法が、「エンパシィ」

であるとする。

　この説にしたがい、阿久津（1976）は、「対人的・

主体的・体験的知識」の習得に有用なのは、マス・メ

ディア接触と正の相関がある「エンパシィ（他者の立

場にたって自己を捉える能力）」（Rogers, 1965）では

ないかと指摘する。この意味において、映像メッセー

ジは、対象を対物的に捉えるのではなく、対人的に捉

えることのできる人間の形成を助長すると言え、映像
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メッセージの「総合性」は、体験的豊かさを助長する

ものと把握できるとしている。

　マス・コミュニケーション研究の視点からすれば、

地上デジタル放送の高音質・高画質のメッセージには、

能動的で主体的な学習を促進し、疑似社会的相互作用

の充足という情緒面の教育的効果を高め、さらには体

験的豊かさを助長する可能性があると言える。

1.3.　高画質・高音質の映像メッセージによる教育可

能性の促進への課題

　これまで、高画質・高音質の映像メッセージの情緒

面への教育的効果の可能性を述べたが、これは希望的

な観測であるとも言える。従来の研究では、映像メッ

セージが情緒面にもたらす効果に関して、充分に明ら

かにされたとは言い難いからである。メディアの教育

効果を最も直接的に扱ってきた視聴覚教育や教育工学

においてでさえ、メディアが情緒に及ぼす効果に関す

る研究は低調であるとされる（中野 , 2002）。

　中野（1998）は、映像メッセージの教育的効果につ

いて、「情意機能」と「参照機能」から論じている。

情意機能とは、学習者に感情の変化や感動をもたらす

ものであり、Bloom ら（1956）の教育目標体系におけ

る情意的領域（aff ective domain）に対応する。参照

機能とは、「百聞は一見に如かず」と表現されるもの

であり、知識の獲得などを指している。これは、認知

的領域（cognitive domain）に対応する。

　この２つの側面についての研究事例を以下に紹介す

る。先ず、情意機能に関する成果は少ない。それは、

実験において鮮烈な美しい画像を提示するとしても、

その操作化には困難が伴い、実験時の条件の統制が難

しいからである（中野 , 1988）。よって、メディアの

情緒面への教育効果に関しては不明な点が多い。

　その一方、参照機能に関しては比較的多くの研究が

あるが、「メッセージが鮮烈であるほど、教育効果は

高まる」という一般的な認識からすると、意外な知見

が得られている。

　例えば、線画などの単純なメッセージの方が、より

鮮烈的なものと同程度に説得的であったり、記憶しや

すかったりするという研究結果が見られる（Taylor

と Thompson, 1982 など）。高画質・高音質であるが

故に、映像における刺激が多くなってしまい、かえっ

て参照機能における教育的効果を阻害する場合がある

からである（中野 , 1988）。同様の指摘は、Neuman

（1991）の研究にも見られる。また、竹田（2002）は、

リアリティ溢れる映像は、そのリアルさ故に、本質に

とっては冗長な部分を含みやすいこと、イマジネーシ

ョンの働きを押さえる場合があると警告している。こ

のように、高画質・高音質の映像メッセージは、参照

機能、すなわち認知面での学習効果を促進するとは言

えない。

　先に紹介した阿久津（1976）の研究では、映像メッ

セージの内容それ自体が、体験的豊かさを助長する

訳ではないとも述べられている。ここで指摘されてい

るのは、映像メッセージの特性自体が持つ蓋然性であ

って、メッセージ内容いかんによらず、教育的効果が

期待できるわけではない。内容によっては、悪影響も

十分に考え得る。例えば、暴力性の高い映像と攻撃性

との関連が実証されている（佐々木 , 1996 ; 湯川ら , 

2001 など）。さらには、低俗なお笑い番組が、体験的

豊かさを助長する可能性は低いと考えられよう。つま

り、メディアとしての特色だけでなく、その内容も問

題となるのである。

　地上デジタル放送の番組内容については、次に述べ

る多チャンネル化によって、低俗化が生じるおそれも

ある。チャンネル数が増加しても、番組制作にかける

費用には自ずと限界があり、１つの番組当たりの制作

費用を削らざるを得ないからである。その結果、テレ

ビ番組内容の質的低下を招きかねない。

　地上デジタル放送が高画質・高音質の映像メッセー

ジを提供したとしても、その内容に問題があれば、情

緒面への教育効果をもたらすとは言えない。今後は、

地上デジタル放送の映像メッセージ特性としての「高

音質・高画質」を踏まえつつ、番組内容の質的向上を

図ることが必要と考えられる。

２．多チャンネル化による教育可能性

　地上デジタル放送では、デジタル圧縮技術の向上に

より、１つのハイビジョンチャンネルの帯域を分けて、

標準画質３チャンネル分を放映できる。よって、１

つの放送局が同時間内に異なる番組を平行して放送す
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る、同時複数番組放送（サイマル放送）が可能となっ

た。これは、地上波での多チャンネル化の進展を意味

している。

　多チャンネル化により、チャンネル数が増加するだ

けでなく、リモコンの利用が活発になったり、「受け

手の細分化（Webster, 1989）」が生じたりする。以下

では、多チャンネル化による、１）チャンネル数の増

加、２）リモコン利用の活発化による、個人への影響

である「選択性」の助長の可能性と、その教育的効果

について述べる。さらに、多チャンネル化が社会に与

える影響である、３）「受け手の細分化」の視点から

も検討する。

2.1.　チャンネル数の増加による選択性の助長

　地上波のデジタル化に伴うチャンネル数の増加によ

り、利用者は興味・関心にあわせて多様な番組が視聴

できるとの指摘がある（森本 , 2004）。ここで期待さ

れるのは、多種多様な情報に惑わされることなく、情

報を一方的に受容することもない、自らの興味に従っ

た選択的なテレビ視聴行動、すなわち「選択性」を発

揮することであろう。

　「選択性」のメカニズムを説明する理論としては、「認

知的不協和の理論」（フェスティンガー , 1965）が一

般的に用いられる。彼は、人間の情報への接触を「人

は不協和の総量を低減させる新しい情報を積極的に探

し求め、それと同時に、既存の不協和を増大させるよ

うな新しい情報を回避することが期待される（p.22）」

としており、この考え方は、メディア行動の説明にも

応用できると考えられている。

　「選択性」は、選択的接触、選択的知覚、選択的記

憶の３側面から捉えられる（Klapper, 1960 ; Levy と

Windahl, 1985 など）。選択的接触とは、既存の態度と

合致するメッセージには進んで接触し、相容れないメ

ッセージを回避することである。選択的知覚とは、メ

ッセージ解釈の際に、自分の既存の態度に都合良く解

釈することであり、選択的記憶とは、自分の態度と合

致するメッセージ内容だけを覚えることである。

　多チャンネル化の進展は、受け手にとって入手可能

な情報の増加をもたらすが、個人で処理できる情報量

には限りがある。そこで、自分の興味にしたがってメ

ディアまたはメッセージを選択し（選択的接触）、メ

ッセージを自分なりに都合良く解釈し（選択的知覚）、

メッセージ内容を断片的に覚える（選択的記憶）よう

せざるをえない。このように、チャンネル数の増加に

よって、選択性が助長されると考えられる。

2.2.　リモコン利用の活発化による選択性の助長

　リモコンの利用もまた選択性を助長する要因であ

る。Perse（1990）は、メディア接触中の選択性として「チ

ャンネルの切り替え」を挙げ、Lin（1993）の研究では、

同様の概念を「統制性（control）」と呼んでいる。この

能動性には、番組の途中で、チャンネルを変えながら

視聴する「フリッピング」、コマーシャルの時間だけ、

他のチャンネルに切り替える「ザッピング」の側面が

ある（後藤 , 1990）。

　白石と井田（2003）は、リモコンの利用が、日本人

のテレビ視聴行動における「好きな番組だけ好んでみ

るほう」という「選択視聴」の傾向を強めた一因であ

るとしている。リモコンは、「テレビの見方が自由で

多彩なものになった」、「たくさんの番組の面白いとこ

ろだけをつまみ見る」、「２つの番組を交互に見る（同

時並行視聴）」といった視聴形態を生み出した。

　チャンネル数の増加に、リモコン利用の活発化が加

われば、テレビ視聴行動がより選択的なものになる。

受け手が自分が好む番組やシーンだけを視聴する選択

的接触に拍車がかかると考えられる。

　リモコンの利用は、自分が望まない情報を避ける

という意味での選択的接触も促進する。Bellamy と

Walker（1996）は、受け手は、視聴中に興味が続か

なくなったり、気に入らない内容が出てきた場合に、

直ぐにチャンネルを切り替えたりすると述べている。

リモコンがあれば、好んでみていた番組であっても、

一部でも不快な情報があった場合には、すぐさまチャ

ンネルを変えられる。

　このように、リモコン利用の活発化により、好きな

情報を選ぶ、あるいは不快な情報を避けるという選択

的接触が促進されると言える。

2.3.　選択性の助長による教育可能性

　チャンネル数の増加とリモコン利用の活発化によ
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る、個人の選択性の助長によって、涵養される能力と

して、情報活用能力が考えられる。この概念は多義的

であるが（阿久津 , 1996）、本稿ではお茶の水女子大

学の社会心理学研究室の一連の研究で用いられる「情

報活用能力」（高比良ら , 2001）を取り上げる。

　高比良ら（2001）によれば、情報活用能力には６側

面がある。１）「収集力」：目的に応じて、必要な情報

をもれなく、適切な手段で主体的に適切な手段で収集

する能力。２）「判断力」：数多くある情報の中から必

要なものを選択し、内容を判断し、適切な情報を引き

出す能力。３）「表現力」：情報の表現方法に注意し、

情報を適切な形式で整理、表現する能力。４）「処理力」：

収集した情報に適切な処理を加えて、必要な情報を読

みとる能力。５）「創造力」：自分の考えや意見を持ち、

情報を創造する能力。６）「発信・伝達力」：受け手の

立場や、情報を処理する能力を意識して、情報を発信・

伝達する能力。

　コミュニケーション論の視点からすれば、高比良ら

（2001）による情報活用能力のうち、１）収集力、２）

判断力、４）処理力は受信過程に、３）表現力、５）

創造力、６）発信・伝達力は発信過程に対応する。「選

択性」の発揮は受信過程の問題であるので、そこから

涵養される能力として、収集力、判断力、処理力があ

ると考えられる。以下では、選択的接触、選択的知覚、

選択的記憶と収集力、判断力、処理力との関連を検討

することにしたい。

　「選択的接触」とは、自分の興味にしたがってメデ

ィアまたはメッセージを選択することである。この内

容からすれば、自らが望む情報を探し見つけだす「収

集力」が涵養されると予想できる。さらに「判断力」

が涵養される可能性も指摘できる。自分が興味ある情

報を大量に得ても、実際に活用できるものには限界が

ある。そこで、不要な情報を切り捨て、有益な情報を

取り入れて活用していく必要性が生まれ、判断力が身

につくと考えられるからである。

　「選択的知覚（メッセージを自分なりに解釈するこ

と）」により涵養される能力としては、「判断力」が考

えられる。情報を自分なりに解釈するうちに、物事を

判断する枠組みが形成され、それにしたがい情報を判

断するようになると予想されるからである。何らかの

判断を下すのであれば、必然的に情報の取捨選択が伴

うので、情報を処理し必要な情報を読みとる「処理力」

も身につくであろう。

　「選択的記憶（自分の態度と合致した内容だけを記

憶すること）」は、情報活用能力の助長のための基礎

になると捉えられる。情報活用のためには、以前に有

益であった情報、興味がわいた情報を覚えておくこと

が不可欠だからである。例えば、以前有益だった情報

を記憶していなければ、情報を集めること（収集力）

もままならず、内容の善し悪しの判断（判断力）もで

きず、情報を処理することもできない（処理力）であ

ろう。

　以上、選択性と情報活用能力との関連を検討した。

先に述べたように情報活用能力は多義的であり、本稿

が参考にした高比良ら（2001）の研究とは異なる側面

もある。よって、本稿で挙げた以外の情報活用能力が

涵養される可能性もあることを指摘しておきたい。

2.4.　受け手の細分化による教育可能性

　ここでは、多チャンネル化が社会にもたらす影響と

しての「受け手の細分化」が、どのような能力を涵養

するかを検討する。

　「受け手の細分化仮説」（Webster, 1989）とは、価

値観やライフスタイルの多様化を背景として、専門化

した情報や娯楽に対するニーズが高まり、受け手のテ

レビ視聴が多様なチャンネルに細分化していくとする

説である。個々に分化した専門チャンネル、例えば、

報道専門チャンネルが誕生すれば、その局を集中して

みる視聴者が生まれる。その結果、その視聴者は、専

門的な知識を得ることができる。つまり、受け手の細

分化により、個人個人の専門化が進むと言える。

　さらには、専門的な情報に触れることで、信頼しう

る情報源、そうでない情報源を見極めたり、内容の真

偽をも見抜く目、つまり情報の弁別能力を身につける

ことも考えられよう。

2.5.　多チャンネル化による教育可能性の促進への課題

　以上のような検討を試みたが、これも希望的な観測

である。従来の研究結果によれば、ここまでの期待は

できそうにはない。それは、多チャンネル化によって、
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実際に視聴する番組数がどれほど増加するのか、選択

性がどれほど助長されるかについて疑問が残るからで

ある。

　チャンネル数の増加によって番組選択の幅が広がる

のは確かである。その結果、実際に視聴する番組の数

はどの程度増えるのであろうか。この点に関しては、

チャンネル・レパートリーに関する諸研究が参考にな

る。チャンネル・レパートリーとは、三上（1993）に

よれば、テレビ視聴における「ふだん規則的に見られ

ているチャンネル数」と定義される。地上デジタル放

送に関する研究例はまだないので、ケーブルテレビの

普及による多チャンネル化により、視聴番組数がどの

くらい増えたのかを紹介する。

　東京大学社会情報研究所（1993）の調査によれば、

近畿地方のケーブルテレビ視聴者が見ているチャンネ

ル数は 6 ～ 7 が最も多く、全体平均では 7.5 であった。

古川（2004）は、チャンネル・レパートリーに関する

諸研究を概観し、その数は 10 チャンネル弱が一般的

であると結論づけている。つまり、チャンネル数の増

加に比例して、実際に視聴するチャンネル数が増えて

いるわけではない。視聴チャンネル数が増加するにし

ても、限られたチャンネルレパートリーの範囲内で選

択している。よって、チャンネル数の増加の結果、幅

広く情報に接するようになるかは疑問が残る。

　受け手の選択性についても問題はある。これまで、

認知的不協和理論にもとづき、受け手は自らの興味に

従い情報を選択するとの前提で議論を進めてきたが、

それを支持しない研究例もある。Freedman と Sears

（1965）は、情報が受け手にとって、協和的か不協和

的かと言うよりも、有用か否かのほうが情報選択に強

く働くことを明らかにしている。Sears と Freedman

（1967）は、心理的選好としての「選択的接触」が、

受け手の先有傾向によって、自分に支持的な情報を積

極的にもとめ、非支持的情報を積極的に回避する傾向

を意味するとすれば、それは実証的データを越えた推

論であるとする。

　こうしたことから、受け手のメディア利用におけ

る選択性はさほど能動的ではないとする研究者も見

ら れ る（Klein, 1975 ; Barwise と Ehrenberg, 1988 ; 

Neuman, 1991）。よって、多チャンネル化が選択性を

助長するとは言い切れない。

　多チャンネル化による教育的効果を上げるには、選

択性の助長が不可欠である。しかしながら、多チャン

ネル化という環境要因だけでは、選択性の助長はさほ

ど期待できない。選択性の助長の要件には、他にどの

ようなものが考えられようか。ここでは、伊藤（1972）

の研究を紹介したい。

　彼は、情報選択行動において、社会規範、役割期待、

情報の効用・有用性といった「社会的状況諸要因」に

よっては、受け手が自らに不協和をもたらす情報を受

容する場合があると述べている。さらに、彼は、個人

内のメカニズムに終始した不協和理論では、情報の選

択的接触を説明しきれないと指摘し、役割理論などの

個人間の諸問題の視点からも、選択的接触を検討する

必要性を説いている。今後は、個人内の要因に加え、

伊藤（1972）が指摘する個人間の選択性に関わる要因

を精査し、いかなる条件下で受け手が選択性を発揮す

るのかを明らかにすることが重要となる。

３.　多機能化（EPGサービス機能、データ放送機能、

双方向接続機能）による教育可能性

　様々な機能をもつ地上デジタルテレビは、換言すれ

ば、インターネットと融合したマルチメディア化した

テレビである。しかも、操作が比較的容易であるため、

老若男女を問わず使える点にその強みがある。以下で

は、地上デジタル放送の機能のうち、EPG（Electronic 

Program Guide）サービス機能、データ放送機能、双

方向接続機能を取り上げ、その教育可能性を検討する。

　そこで、本稿では中野（1991）によるマルチメディ

アの教育可能性に関する議論を参考にする。地上デジ

タル放送のメディアとしての特色とマルチメディアの

特色には、類似する点が見られるからである。

　中野（1991）は、マルチメディアの特色には、融合

性、相互交渉性、無構造性、拡張性があるとしている。

融合性とは、多様なメッセージを融合してディスプレ

イに提示し、メッセージが豊富であることである。相

互交渉性とは、メディアと学習者との間でやりとりが

できることである。無構造性とは、収納されている学

習資料が無構造であることである。そして、拡張性と

は、利用者の必要に応じて、情報を付加したり、構成
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を変えることが容易なことである。

　地上デジタル放送の機能とマルチメディアのそれに

は対応する点も見られる。先ず、データ放送は、映像

と同時に文字情報を提示できるので融合性に対応し、

番組の流れとは別に情報提示を可能にするので、無構

造性にも対応する。双方向接続機能は、相互交渉性と

対応する。

　中野（1991）は、マルチメディアの教育可能性には、

情報の蓄積と利用の便利さ、発散的思考の場、個性化

学習の実現があるとしている。これは、教室内での学

習を想定したものであり、一般的視聴者を対象とする

地上デジタル放送にそのまま当てはめることはできな

い。しかしながら、地上デジタル放送とマルチメディ

アとの機能的類似からすれば、地上デジタル放送にも、

これらの効果がある程度期待できると考えられる。以

下では、中野（1991）の知見を参考にしながら、諸機

能による教育可能性を検討する。

3.1.　EPGサービス機能による教育可能性

　EPG とは電子番組案内表のことである。番組の基

本情報として、番組名が 40 文字以内で、簡単な番組

紹介が 80 文字以内で提供される。さらには、番組内

容・出演者名に関する情報を 200 文字程度で示すこと

もできる。例えば、番組情報もスポーツ番組といった

大まかなジャンルではなく、野球やサッカーといった

より具体的な情報を提供できる。その情報量の多さか

ら、５分以内のミニ番組までも網羅できる。

　これまでも番組に関する情報は、新聞のテレビ欄、

テレビ雑誌、インターネットなどから得ることができ

た。EPG サービス機能を用いれば、これらとは異な

りテレビ上で情報を受け取れるので、それを見て直ぐ

にチャンネル変更、予約録画ができる。また、番組に

関する詳細な情報が手に入るので、受け手は、番組単

位ではなく番組内のコーナー単位で、選択的に接触で

きる。ある番組の視聴途中に、裏番組の１コーナーに

関心が向けばそこだけを視聴して、またはじめの番組

視聴に戻ることもできる。こうした視聴形態は従来も

存在したが、EPG サービス機能の利用によって、そ

の傾向が強まると思われる。

　このように EPG サービス機能が、選択性、特に自

分が好きな情報を得ようとする「選択的接触」を助長

する可能性が指摘できる。そこで考えられる教育的効

果としては、2.3 で述べた選択的接触で涵養される情

報活用能力（高比良ら , 2001）である「収集力」と「判

断力」の助長が挙げられる。

3.2.　データ放送機能による教育可能性

　データ放送機能とは、通常の番組を放送すると同時

に、同じ周波数帯を利用して、別途、天気や番組関連

情報などのデータを送る機能である。NHK 水戸放送

局のホームページ（http://www.nhk.or.jp/mito/）によ

れば、１）茨城県内各地のニュース、２）気象情報、３）

地域情報（自治体情報、行楽情報、展覧会情報、休日

夜間診療情報、Ｊリーグ情報、県域テレビ情報）とい

ったサービスが現在のところなされている。

　データ放送は、番組連動型と番組非連動型に分けら

れる（二瓶と執行 , 2004）。前者は、放送中の番組に

関連した情報を届けるものである。後者は番組とは関

係なく、天気予報やニュースなどの情報を提供するも

のである。本稿では、教育的効果に関わるものとして、

前者の番組連動型データ放送を取り上げる。この機能

を用いれば、ある番組を見ながら、その内容に関わる

多角的な情報が得られるので、従来のテレビによる学

習とは異なった教育的効果が期待できるからである。

　番組連動型データ放送には、データ付加型と双方向

型がある。前者は、番組に関する情報を付加するもの

である。この機能を利用した番組に「第 80 回東京箱

根間往復大学駅伝競走」がある。この放送では、レー

ス中継画面と重複しない情報（総合順位、走行順位、

出場校紹介、過去区間最高記録、歴代優勝校など）を

データ放送に付加したという（二瓶と執行 , 2004）。

　後者の双方向型データ放送とは、受け手がメッセー

ジを送り手側にフィードバックできるものである。双

方向型データ放送については双方向接続機能と関連す

るので、3.3 で述べる。ここでは、番組連動型データ

放送のデータ付加型番組に期待できる効果について検

討する。

　テレビ視聴は、送り手側が作ったものをそのままみ

るのが普通であり、録画をしない限り遡ることはでき

ない。何らかの情報を聞き漏らしたり、さらなる情報
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を欲したりしても、テレビはそれに答えてはくれない。

しかし、データ放送を用いれば、こうした問題は解消

できる。受け手が視聴中に何らかの疑問をもったり、

さらに知識を深めたりしたい場合には、データ放送を

参照し多角的な情報が得られるからである。

　この機能を利用すれば、疑問を解消するだけでなく、

番組内の情報とデータ放送内の情報を相互に関連づけ

る「知識の統合化」（中野 , 1991）が進められる。さ

らには、自ら情報を探すことで、情報量を拡張したり、

情報を組織化したり、個性的な思考を進めるという

「発散的学習」（中野 , 1991）が促されると考えられる。

場合によっては、学習者が主体的に自らの目標を設定

し、それに応じた学習も可能となる。このように、デ

ータ放送の特色が、知識の統合化を進め、発散的思考

を促し、自ら学ぶ姿勢を育てる可能性が指摘できる。

3.3.　双方向接続機能による教育可能性

　双方向接続機能は、送り手と受け手の直接のやりと

りを可能とする。よって、番組に対する質疑応答やア

ンケートに回答するなどの視聴者参加型の番組制作が

実現できる。従来もテレゴング（ある番組内で示され

たある設問への選択肢として示されたサービス番号へ

のコール数を集計する）などのかたちで、受け手から

のフィードバックが番組に反映されてきたが、地上デ

ジタル放送では、より直接的なかたちでの相互作用が

可能となる。

　双方向接続機能の実践番組例としては、「地上デジ

タル放送開始記念番組　デジタルテレビ新時代　世界

遺産からのメッセージ」があり、「行ってみたい見て

みたい世界遺産」についてのデジタル投票が行われた。

「デジタル紅白歌合戦 2003」でのお茶の間デジタル審

査員投票も番組連動型の双方向型データ放送の例であ

る（二瓶と執行 , 2004）。

　これらの番組は、教育目的で制作されたわけではな

い。それでは、双方向接続機能を付加した番組には、

どのような教育的効果があるだろうか。文部科学省に

よる『教育における地上デジタルテレビ放送の活用に

関する検討会報告書』（2004）の見解によれば、番組

に対する質疑応答、アンケート等による参加体験型授

業が実現し、子どもたちは番組内容に関連して芽生え

た知的好奇心をみたす情報を即時に収集でき、IT が

もつ可能性への興味が深まり、情報活用能力を涵養す

る契機となるとされる。すなわち、情報収集や興味関

心、情報活用といった幅広い教育効果が期待されると

している。これはやや曖昧であるので、より詳細に検

討するため、前述の中野（1991）の知見を参考にする。

　双方向接続機能は、中野（1991）が指摘するマルチ

メディアの相互交渉性に対応する。相互交渉性には、

学習プログラムと学習者のレベルとが相互に対応する

相互的側面、学習の仕方を自分で制御するという適合

的側面がある。マルチメディア教材はこの両方を満足

させている。相互的側面からすれば、学習者が積極的

にやりとりし、疑問を示したり、思考喚起することが

可能になる。適合的側面からすれば、受け手は自分の

レベルに合わせて、自分なりの方法で学習できる。

　マルチメディア教材は個別学習を念頭に置いている

ので、多様なかたちで相互にやりとりできる。しかし、

地上デジタル放送は一般視聴者を対象とした放送であ

るので、マルチメディア教材ほどの自由なやりとりは

期待できない。番組をサーバーに蓄積すれば自由なや

りとりができるが、普段の視聴時には、適宜、必要と

思う情報を確認していく程度のやりとりになる。地上

デジタル放送の双方向接続機能は、マルチメディアほ

ど自由な学習を可能にするわけではないが、少なくと

も従来のテレビ放送による場合よりも、一歩踏み込ん

だ学習が可能にすることは間違いない。

　多機能化がもたらす教育可能性についてまとめる

と、従来のテレビによる学習は、与えられた筋道に従

うだけであるが、地上デジタル放送では、EPG サー

ビス機能の活用により自らの興味にしたがい情報を収

集し、その内容について判断を下すことができる。デ

ータ放送機能により自分の興味ある情報を引き出した

り、疑問に対する回答を得ることでき、知識の統合化

や発散的学習が促進され、自ら学ぶ姿勢が育てられる。

双方向接続機能を用いて、従来のテレビを視聴する場

合よりも、積極的にやりとりする能動的学習が可能と

なり、自分なりに学習を進めることができる。

3.4.　多機能化による教育可能性の促進への課題

　ここまで、多機能化による教育可能性について述べ
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たが、これらの機能が充分に活用されねば、先に述べ

た教育的効果も期待できない。各機能は、実際にはど

の程度活用されているのであろうか。地上デジタル放

送は緒についたばかりでデータは数少ないが、双方向

接続機能の活用に関しては以下の事例がある（二瓶と

執行 , 2004）。

　2003 年 12 月 6 日放送の「番組対抗クイズ　あなた

もデジタル応援団」では、視聴者は、出演者３チー

ムによる対抗戦への応援投票を行なった。地上デジ

タル視聴者、東京・名古屋・大阪の各スタジオでの参

加者 50 人、アナログテレビによる電話投票の合計は、

116,690 票であった。翌日の「人気アニメ大集合　ク

イズ日本一は君だ！」の双方向参加者数は、2,238 名

であった。2003 年 12 月 14 日に放送された「双方向テ

レビおもしろ東京生活」の双方向参加者は 2,751 名で

あるという。これらの結果には、全視聴者におけるこ

の機能の利用者割合が示されていない。

　アメリカの調査では、双方向接続機能を活用する人

の割合は少ないという結果がある。Neuman（1991）

によれば、ケーブルテレビ局ワーナー社が放送した双

方向娯楽番組への応答率は、賞金つきゲーム番組を除

くと、1/5 程度であったという。荻野（2003）による、

BS、CS 視聴者を対象にした調査では、双方向接続機

能の利用者は BS デジタル放送視聴者 33 名のうち 9

名（27.27％）であった。この調査はサンプリング方法

や調査対象者数に問題があるので、結果を一般化する

のは危険ではある。とはいえ、アメリカの事例や荻野

（2003）の調査結果からすると、地上デジタル放送に

おいて、双方向接続機能を活用する視聴者はさほど多

くないかもしれない。視聴者に諸機能を活用させて、

教育的効果を上げるためには、地上デジタル放送の有

用性を訴えていくことが必要である。

４．まとめ

　2004 年 10 月の県域デジタル放送の開始を期に、茨

城県の放送に注目が集まっている。しかしながら、地

上デジタル放送の効用に関する一般の認識度はまだ低

い（二瓶と鈴木 , 2004）。そこで、本稿は、地上デジ

タル放送の高画質・高音質の映像メッセージ、多チャ

ンネル化、多機能化という特色がいかなる教育的効果

をもたらすのか、その可能性を指摘することを目的と

した。

　第１の高画質・高音質という特色は、視聴覚教育や

教育工学の視点からすれば、学習への動機づけを促す

だけでなく、学習対象に関心を持たせ、感受性を高め

る可能性が指摘された。また、マス・コミュニケーシ

ョン研究の視点からは、能動的で主体的な学習を促進

し、疑似社会的相互作用の充足の度合いを高める可能

性が指摘された。これは、登場人物への同一化、感情

移入、感動といった情緒面への教育効果と捉えられる。

さらには映像メッセージの総合性が、対人的・主体的・

体験的知識の習得に役立ち、体験的豊かさを助長する

可能性も紹介した。このように、高画質・高音質の映

像メッセージが、主に、学習者の情意的側面に影響を

与える可能性を指摘した。

　次いで、多チャンネル化によるチャンネル数の増加

やリモコン利用の活発化による個人的影響として、受

け手の選択性が助長される可能性を指摘した。選択的

接触、選択的知覚、選択的記憶のそれぞれの概念と、

高比良ら（2001）による情報活用能力のうち受信過程

に関わる、収集力、判断力、処理力の概念との関連か

ら教育可能性を検討した。さらに、多チャンネル化の

社会的影響による「受け手の細分化」により、個人が

専門知識を得て、情報の弁別する力を獲得する可能性

についても述べた。

　最後に、多機能化として、EPG サービス機能、デ

ータ放送機能、双方向接続機能の３つを取り上げた。

EPG サービス機能は、選択的接触を助長しうるので、

収集力と判断力を促進する可能性を指摘した。番組連

動型データ放送のデータ付加機能により、受け手は、

個々の情報を相互に関連づけ、「知識の統合化」を進

められる。さらに、自ら情報を探し、情報量を拡張し

たり、情報を組織化したり、個性的な思考を進めると

いう「発散的学習」が促進される可能性もある。双方

向接続機能を用いれば、受け手は、積極的にやりとり

し、能動的に学習できる。これらの機能によって、よ

り主体的な学習が実現すると言える。

　以上、地上デジタル放送の特色に基づく教育の可能

性を指摘した。しかしながら、地上デジタル放送への

過度な期待は慎むべきである。メディアの特性と効果
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との間に直接的な関係があるわけではない。効果は、

メディアとしての特色だけではなく、メッセージや受

け手との関連からも規定されるからである。そこで以

下では、今後の課題として、本稿が指摘した教育可能

性をより高めるための方策についてまとめたい。

　先ずは、阿久津（1976）の指摘とも重なるが、メッ

セージ、すなわち、放送コンテンツの充実を図ること

である。本稿が示した可能性は、いかなるメディア内

容であっても保障できるわけではない。番組制作側の

責任と努力が必要であることは、従来のアナログ放送

と何ら変わるところはない。地上デジタル放送の教育

可能性を高めるには、メディアとしての特色を踏まえ

た番組制作が不可欠である。

　次に、受け手の選択性の助長を図る方策を検討する

ことが挙げられる。本稿で挙げた多チャンネル化によ

る教育可能性は、選択性の助長がその前提条件にある。

しかしながら、多チャンネル化が、即、選択性を助長

するわけではない。2.5. で挙げた課題に加え、従来の

日本人のテレビ視聴行動は「手軽にのんびりみる」と

いった受動的な色合いが強いという問題もある（牧田 , 

2003）。

　竹下（1998）は、受け手の能動性は与件ではなく、

変数として捉えるべきとしている。同一のメディア

内容を利用するときにも、人により場合により、熱心

であったりそうでなかったりする。能動性のレベルは

諸条件に応じて変動すると考えた方がよいと述べてい

る．したがって、地上デジタル放送のメディアとして

の特色に加えて、ある条件が整えば、選択性が助長で

きると考えられる。今後は、伊藤（1972）のように、

受け手の能動性を促進する要因を措定する作業が必要

であろう。

　最後に、地上デジタル放送の利点を視聴者に理解さ

せる努力の必要性も指摘したい。Neuman（1991）は、

休息と慰安の場である家庭では、利用者の積極的な関

与を必要とする双方向的ニュー・メディアは浸透しな

いと述べている。日本の地上放送は、2011 年に全て

がデジタルに切り替わるので、全国民が地上デジタル

放送を視聴する環境下におかれる。よって、Neuman

（1991）の指摘は、地上デジタル放送には当てはまら

ないことになる。

　しかしながら、現状のテレビにさしたる不満を持っ

てない視聴者が、地上デジタル放送の諸機能をどれだ

け活用するか疑問である。そうした人々に地上デジタ

ル放送の利点を理解させる努力もせねばなるまい。本

稿による教育可能性に関する議論は、その一助になる

と考えられる。
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論　　文

look/sound like 構文の意味論＊

井上　徹
Tohru Inoue

The Semantics of Look/Sound like-constructions

　This paper challenges the accepted wisdom that there is a clear difference in presuppositions between NP 
looks/sounds like-clauses （e.g. Chris looks/sounds like s/he is drunk.） and It looks/sounds like-clauses （e.g. It looks/sounds 
like Chris is drunk.）, and argues that, while the impersonal constructions are neutral in the amount of direct 
evidence of the referent in the embedded subject, the personal constructions may be felicitously uttered with 
or without direct evidence of the referent in the matrix subject. It concludes that the alleged direct perception 
condition on the interpretation of the personal constructions is empirically inadequate. It is also shown that the 
personal constructions originally allow two interpretations, which is attributed to an ambiguity in the sensory 
verb involved. Look/sound may be either a two-place predicate taking an individual term and another predicate 
as its arguments （as a sensory verb） or a one-place predicate taking an entire proposition as its arguments （as 
a raising verb）. 

0. はじめに

　look や sound といった感覚動詞が like, as if, as 

though 補文と共起する構文（以下、look/sound like

構文と呼ぶ）で、主節主語として（1a）, （2a）のよう

に仮主語の it  1 をとる場合（以下、it 型）と（1b）, （2b）

に見られるように意味内容のある名詞句（以下、NP 型）

をとる場合がある。両者は、従来、知的意味において

等価であるが、直接情報（話し手自身の観察）を根拠

にするか、間接情報（状況から得た情報）を根拠にす

るかによって意味の違いがあると言われてきた。たと

えば、（1b）では、Chris の気分が悪いことの裏づけ

として、話者は直接的な体験があるということである。

具体的には、話者が Chris の顔色を実際に見て判断し

ているような場合である。（1a）では、その判断が他

人から受けた報告を基にしているような間接的な証拠

を表す場合である。

　（1）  a. It looks like Chris is sick.      

　　　b. Chrisi looks like s/hei is sick.       

   （2）  a. It sounds like Pat is angry. 

      　b. Pati sounds like s/hei is angry. 

　本稿では、look/sound like 構文の語用論的意味につ

いて考察する。

　まず初めに、NP 型と it 型という二つの構文の違い

が直接観察を根拠にするか間接情報を根拠にするかと

いう単純な二分法で捉えることが妥当ではないと主張

する。70 年代に指摘され、これまで疑われずにきた

NP 型に課せられる直接知覚に関する条件～ NP 型が

使用される際には話者が主節主語が表す指示対象を直

接観察している～が正しくないことを実例を持って示

す。また、it 型は、話者が間接情報に基づいて補文の

内容を推論する場合に使用されると言われてきたが、
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it 型でも補文の主語が表す指示対象を直接観察してい

る場合があることを示す。

　次に NP 型の曖昧性について考察する。NP 型は潜

在的には二通りの解釈を許すことを明らかにし、その

曖昧性がこの構文の主節述語として使用される感覚動

詞の二つの用法～二項述語をとる感覚動詞プロパーと

しての用法と一項述語をとる一般的感覚を表す（繰り

上げ述語としての）用法～に起因していることを議論

する。また、look/sound 以外の特定感覚を表す感覚

動詞がこの構文で使用される際の問題点についても取

り上げる。

1. 知覚の直接性

1. 1. 直接知覚条件

　先行研究において look/sound like 構文を最初に取

り上げた Andy Rogers は一連の知覚動詞補文の研究

の中で、it 型と NP 型の意味の違いについて言及して

いる。Rogers （1972）によると、両構文には主節の感

覚動詞の主語の存在が前提となっているかどうかによ

る語用論的意味の違いがあるという。

　（3）  a. Harry looked to me like he was drunk.  

　　　b. It looked to me like Harry was drunk. 

　　　c. I saw Harry.    （Rogers  1972: 306）                

　　　　　　　　　　　

   （4）  a. The music sounded to me like it was loud. 

         b. It sounded to me like the music was loud. 

         c. I heard the sound of the music. 

（Rogers  1972: 306）

（3）を見てみよう。（3a）では（3c）が前提となっており、

Harry の外見や様子を直接見て得られた情報を基にし

て Harry が酒に酔っていることを表しているのに対し

て、（3b）では話者の判断が状況証拠を基にした推論

を表しているという。状況からの推論とは、たとえば

Harry の部屋を見て酒の瓶が散乱していたりして乱雑

であるとか、酒臭いにおいがするというような場合で

ある。 

　Matthews （1980）は感覚動詞と as if 補文を取り上

げ、（5a）の意味が（5b）ではなく（5c）に近いと指摘し、

補文の内容に関する話者の判断が直接的な手がかりに

基づいているか、状況などの間接的な情報に基づいて

いるかによる違いがあると述べている。

   （5）  a. They look/sound drunk. 

　　　b. It looks as if they are drunk. 

　　　c. They sound as if they are drunk.    

（Matthews  1980: 46）

（5a）では、彼らの外見を観察して彼らが酔っている

と判断しているものであり、（5b）では話者が彼らを

実際に見ていることを含意してしないと述べている。

また、Davison （1984）も以下の文について同様の見

解を述べ、この文の話者が当該の犬を直接観察してい

ないときには（6）は不適切であるとしている。

（6） The dog looks like it's been digging in the 

garden. 　 （Davison  1984: 818）

                                             

以上のことから、先行研究での主張は次のようにまと

められる：

   （7） 直接知覚条件

NP 型の look/sound like 構文において、話者は

補文で表されている内容を判断する際に主節主

語の名詞句が表す指示対象を直接知覚していな

ければならない。it 型にはこのような含意はな

く、状況からの推論に基づく話者の判断を表す。

1.2. NP 型

　このような直接知覚に関する条件があると考え用例

にあたると、Rogers 他の見解を支持する例が容易に

見つかる。以下の例を見てみよう。

　

（8） a. Dr. Grizzly took a look at Papa and the cubs. 

"Hmm, " she said. "I see what you mean. They 

look like they could use a little professional 

advice. Stop by my offi  ce tomorrow, please."     

   （S. & J. Berenstain, The Berenstain Bears and 

Too Much Junk Food.）
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b. They look like they've been in a war, these 

two. （Rocky II）

c. ...Now I could see the face, or rather, the 

profi le of the driver of the red van. He was 

elderly, overweight, and his cheek looked as 

if it had been washed in the water beetroot 

had been boiled in. A candidate for a stroke.

   （D. Lessing, The Real Thing.）

d. You look like you need a hand.  

（Bad Day at Black Rock）

     

（8a） はアメリカの絵本からの引用である。グリズリ

ー医師がジャンクフードばかり食べているお父さん熊

と子熊たちを見て彼らに医者の忠告が必要だといって

いる NP 型の look like 構文である。（8b）は映画『ロ

ッキー２』の冒頭の場面で、激しい試合を展開してい

るロッキーと対戦者アポロを目の前にして実況中継を

しているアナウンサーの発話であり、やはり NP 型が

用いられている。また、（8c）では、（話者が観察して

いる）車に乗った男に関しての描写で～彼の頬がアカ

カブをゆでた熱湯に入れたかのように真っ赤な色をし

ていた～、その男の顔を直接観察して NP 型の構文を

言っていることが分かる。（8d）は邦題が『日本人の

勲章』という 1954 年のハリウッド映画から筆記した

例であるが、スペンサー・トレーシー扮する、手が不

自由な主人公マクリーディをホテルのロビーで見た人

が言ったことばであり、NP 型が使われている。

　次に NP 型の sound like 構文の用例で直接知覚条件

を確認しておこう。

（9）  a. Karen's intimate voice sounded like it was 

singing just for me, and Richard's original 

fl air for vocal arranging and keyboard 

work made for a very special sound.

 （R. Coleman, The Carpenters.）
b. She sounds like she believed and lived 

every damned thing she's singing. That's 

part of her magic.  （R. Coleman, ibid.）
c. "Just like that. Don't even ask what it 

is." His voice sounded as though he had 

hawked it up out of a dusty throat.  

                       （E. Hemingway, The Garden of Eden.）

（9a）では、レコード会社の重役がカーペンターズの

デモテープを聞いて、カレンの親しみやすい声が自分

にだけに歌っているようだというものである。（9b）

も同じ伝記からの引用であるが、カレンの歌声をレコ

ードで聞いていると、彼女が歌っている内容の一つ一

つを経験して信じているようだ、というもので彼女の

声を直接体験して言っていることを表している。（9c）

でも、著者が彼の声を直接聞いて、彼の声がせき払い

したような声だった、という直接経験を表している。

1.3. it 型

次に間接的な経験を表す it 型の例を見ておく。

（10） a. It looked like Postal was deserting a sinking 

ship. （R. Harris. The Linguistic Wars.）
b. It certainly looks as though when an 

expectant mother gets drunk, the baby 

she is carrying gets drunk too. 

（D. Maurer and C. Maurer, The World of the 

Newborn.）
c. It looks like someone may have come up  

here by this balcony, doesn't it?

                               （Charlie  Chan  in  Paris） 

     

（10） は状況から推論したことを述べている it 型の

look like 構文の例である。（10a）は生成意味論がいろ

いろな流派に別れて、その方向性を失っていったとい

う 70 年代中頃までの状況をふりかえって、Postal が

沈没寸前の船を見捨てようとしているようだと述べて

いる。（10b）は、Maurer and Maurer の胎児の発育

を解説した本からの引用である。妊婦が飲酒すると胎

児にも酔いがまわるということをいろいろなデータか

ら客観的に述べている例である。また、（10c）は殺人

事件を捜探しているフランス人の刑事がチャーリー・

チャンとともにベランダに出て現場検証をしている場

面で、折れている花を見て推論しながらいう台詞であ

る。状況からの判断を示す好例といえよう。
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（11） a. It sounds like the President thinks the 

millennium begins January 1, 2000. Is that 

the offi  cial government read on this? 

（CSPAE, WH97B）2

b. It sounds like the White House is still 

putting the manifest together for tomorrow. 

　　　　　　 （CSPAE, WH96B）

（11）はit型のsound like構文の用例である。（11a）では、

大統領が 2000 年問題に対処する各種委員会を作った

という間接的な手がかりを基にしての話者の判断を示

している。また、（11b）では、他の人から報告を受け

てホワイトハウス高官たちが政策をまとめようとして

いるようだという推論を表し、判断の根拠が間接的あ

ることを示している。

2. 直接知覚条件に違反していると思われる例

　これまでは NP 型が直接経験を表し it 型が状況を基

にして間接的判断を表す例を検討してきたが、採集し

た用例を注意深く観察していくと、直接知覚条件に違

反していると思われる例があることに気づく。

2. 1. NP 型

　まずは以下のNP型のlook like構文の例を検討する。

（12） a. Therefore, they're looking like they 

don't know mathematics because they 

haven't had the opportunity to know the 

mathematics.  　　  （CSPAE, COMM697）

b. Clinton says, Boris looks like he's ready to 

deal -- that they were getting ready to do 

business--whatever it was I quoted. 

                                        　   （CSPAE, WH97A） 

c. Doug, the Minneapolis trip looks like 

it's, you know, principally aimed at sort 

of helping Wellstone [sic], or that's the 

principal reason for it. Are there other 

stops that are being made primarily to 

help individual race, congressional race?

                    （CSPAE, WH96B）

d. This begins to look as though the U. N. is 

cutting and running, which is certainly not 

the intent of the policy, but then when are 

you? 　                       （CSPAE, WH94）

e. If you don't have quite enough money, this 

is an excellent day to get whatever you 

need. You have to look like you don't need 

anything at all. 

                （The Capital Times 5/15/97）

（12a）では、主節主語は話者と同じ空間を占めている

特定の小学生を指しているのではなく、話題になって

いる算数の問題に取り組む対象としての小学生一般を

指している。（12b）では、話者が直接エリツｲン大統

領（当時）を見ての発話ではなく、クリントン大統領

（当時）から聞いたことを基にしての間接的判断を示

している。（12c）では大統領のミネアポリスへの遊説

が民主党議員の応援を意図しているようだという意味

で、ミネアポリスへの遊説という指示対象は話者が直

接知覚できるものではない。また、（12d）は、ボスニ

アのセルビア人が国連職員の命を脅かすので、国連が

援助を減らすかもしれないと述べている場面で、話者

が状況主語（this）が指す一連の事態を直接観察して

いるものではないことに注意したい。（12e）は新聞の

占い欄から採集した例である。この look like 構文の

主節主語 you は水瓶座の人の集合を表していて、特定

の個人を観察して予測（予言）をしているわけでない。

　次に NP 型の sound like 構文の例をみてみよう。

（13） a. Colonel  Cratford  sounded  as  if  he  was  

after  blood. （Sayonara）

　　 b. The sentences you gave to me sound like 

you got the message right across, and 

what Jim is saying is that there's three 

ways to do that.        （CSPAE, COMM897）

c. So the stem "for example" sounds like it 

is just an illustration and there are lots of 

other things that people could draw in. So 

the stem maybe is not the right stem. 

（CSPAE, COMM797）
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d. Your letters sound like y'all are doing real 

well. （J. Grisham, The Firm.）
                                

　（13a）は、空軍少佐ロイの友人アイリーンがロイに

向かっていう台詞であり、クラフォード大佐を目の前

にして、大佐の怒り声を聞いているのではない。ただ

し、大佐がロイに対してひどく怒っていたことをアイ

リーンが聞いて知っていたということは直接経験とい

えなくもない。（13）の残りの例と（9）で見た用例と

の違いは、主節主語が音を放出するものではないこと

である。3 （13b）は数学のテスト問題に用いられている

ある特定の文章（の内容）が出題の意図を明確に伝え

ているように思われるという意味である。（13c）も数

学のテストの問題文を吟味している話のなかで当該の

"for example" という語句があるために問題文の理解

に支障をきたすかもしれないという内容であり、"for 

example" という語句自体からは音は出ない。（13d）

は「あなたの手紙を読むとみなさん元気そうでなによ

りだ」という意味で、手紙が直接音を放出するもので

ないことを指摘しておきたい。

　次に（14）の用例を検討する。

（14） a. According to my informant, the sentence 

sounds as if even has been misplaced.4 

（S. Tonoike, "The comparative syntax of       

English and Japanese."）

b. Solving linguistics problems sounds like 

it's a hard thing to do. 

c. On the basis of some information about 

your car that you tell me/told me, your 

car sounds like it needs a tune-up.

（14a）は言語学の論文からの用例であるが、インフォ

ーマントから聞いたことから判断すると、当該の例文

は even という単語の配置が間違っているようだ、と

いうもので話者自身の直接体験を示していない。（14b）

と（14c）は筆者の作例である。（14b）の sound like

はappears to beの意味であり、補文の主語と動詞（it's）

を 取 っ て Solving linguistic problems sounds like a hard 

thing to do. と言う方が普通であるが、このままでも容

認される。「言語学の問題を解くこと」という指示対

象が音を放出するものでなく、話者が「言語学の問題

を解く」音を聞いて難しいという判断を下しているわ

けでもない。（14c）については、Your car sounds like it 

needs a tune-up. が車のエンジンの音を直接聞いていな

くてもこの文を使用することができるかという点であ

るが、インフォーマントチェックではＯＫとの解答を

得ている。これについては次節で解説を加える。

　以上をまとめると、NP 型は、話者が補文の内容に

ついての評価や判断を下す際に、主節主語の指示対

象を直接観察していることを含意するといわれてきた

が、話者が発話時点で主節主語が指す指示対象を実際

に観察していなくても話者の意識にのぼっているもの

なら、NP型が使えることがわかった。次の例も同様で、

クリントン大統領は話者が今話している場にはいない

が、彼を実際に見て来た様子をホワイト・ハウスのブ

リーフィングで報告するかたちでNP型を用いている。

（15） And, you know, Clinton obviously looks like 

he's recovering from surgery.  

（CSPAE, WH97A） 

2. 2. it 型　

　以下に示す it 型の用例はすべて映画を見て筆者が直

接筆記したものである。補文の主語が指しているもの

を直接観察しているのに NP 型が使われていないとこ

ろが特徴となっている。  

（16） a. It looks like the Great Ichiyama is going 

to throw his famous Nipponese sidewise 

curve ball.（The Geisha Boy）       

b. It looks like you've lived here forever.

  （Regarding Henry）       

c. It looks like she's wearing a party dress.  

（The Rising Sun）       

d. It's some kind of hate for us, all right. It 

looks like they're getting ready to pull out.

 （Go for Broke）

（16a）は、1958 年のジェリー・ルイス主演のハリウ

ッド映画（邦題『底抜け慰問屋行ったり来たり』）か
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らの用例である。日本の野球チーム東日とロサンゼル

ス・ドジャーズとの対戦場面で、実況中継をしている

アナウンサーが発した文である。話者は東日のピッチ

ャーであるグレート・イチヤマをその場で野球観戦し

ながら実況しているが、NP 型が使われていないとこ

ろが興味深い。（8b）の『ロッキー II』の用例と似た

状況にあるのに、こちらは it 型となっている。（16b）

は 1991 年の映画（邦題『心の旅路』）から収集したも

のであるが、新居移転のパーティーのシーンで、新し

い家に引越したばかりのパーティーのホストを目の前

にして話をしながら「ずっと住んでいるみたいね」と

いう箇所である。客である話者が部屋を直接観察し

ていても it 型が用いられている。（16c）は 1993 年の

『ライジング・サン』の冒頭で、殺人事件の被害者を

目の前にして刑事がいう台詞である。また、（16d）は

1951 年の第二次世界大戦時にアメリカ軍として従軍

した日系アメリカ人の活躍を描いた映画（邦題『二世

部隊』）から収集したものだが、ここでは降服しよう

としているドイツ軍の軍人を直接観察しているのに it

型が使われている。　

　以上の例から、補文の主語を直接観察していても it

型が用いられることが分かった。確かに、it 型と NP

型をペアにしてインフォーマント調査を行なえば、it

型は直接体験を表さないというコメントが圧倒的に多

くなるが、実際の会話では、ある特定の指示対象を直

接観察していても NP 型が用いられないことがしばし

ばある。直接体験したことでもそのままストレートに

表現せず、中立的、客観的なニュアンスを表したり、

他人への配慮を表したりするために it 型が用いられる

こともある。　

　it 型が直接体験を否定しない訳はなぜだろうか。そ

れは it 型で表されている状況が、とりもなおさず、話

者が注目しているある事柄に関する知覚の情報源に

なっており、その事柄自体がそれに附随する特徴を含

んでいるかもしれないからである。it 型の用法と意味

について言及している数少ない論考の中で、Davison 

（1984: 818）だけが it 型も話者の直接体験を表せると

述べていることが注目される。

2. 3. まとめ

　１節と２節では「知覚の直接性」をキーワードに

二種類の look/sound like 構文を考察してきた。感覚

動詞が表す感覚印象がある事柄に対して直接的か間接

的かという問題は大変微妙なものであり捉えがたいた

め、これまで真剣に取り上げられなかったように思わ

れる。これまでの考察をまとめると以下のようになる

だろう。

　

NP 型：主節主語で表されている指示対象を直接体験

している傾向はあるが、直接体験は NP 型を

使用する際の必要条件ではない。主節主語を

占める名詞句が表す個体（人やもの）や事象

が話者にとって文の話題（topic）になってい

れば NP 型を用いることが可能である。　

it　型：知覚の直接性に関しては中立的と考えられる。

補文の内容に関する判断が直接的な体験や経

験を基にしているかどうかにかかわらずに用

いることが可能である。

3. NP型 look/sound like 構文の曖昧性　

　この節では NP 型の look/sound like 構文が潜在的

に二通りの解釈を許すという事実を確認し、その二つ

の解釈がどこからくるか考えてみたい。

3. 1. NP 型の二つの解釈　

  これまで述べてきたように、文献では知覚の直接性

という観点から NP 型と it 型にそれぞれ一つずつの語

用論的意味を認めてきた。生成文法ではLappin （1984）

が seem as if 構文を取り上げているが、彼によると

NP 型は類似構文との比較で一つしか意味がないとし

ている： 

 

   （17） a. Everyone seems happy.        

b. Everyone seems to be happy.        

c. Everyone seems as if he is happy.

    （Lappin 1984: 239） 

　つまり、（17c）の NP 型は主節の動詞に対して広い

作用域しか示さず、この点で（17a）と同じ読みしか

示さないという。この点については筆者のインフォー

マントも同じ見解を示している。5
　 それに対して、



－31 －

「人間科学」第 22 巻　第 2 号（2005 年 3 月）

（17b）は広い作用域の読みも狭い作用域の読みも許す。

この作用域に関する議論は、本稿でも当然注目に値す

るものである。広い作用域の読みとは、Davison （1984）

も指摘しているように、語用論で用いられる概念であ

る「話題」（topic）に相当する意味論上の概念だから

である。この Lappin の議論も Rogers の直接感覚条

件の議論同様、この構文を取り扱う専門家のあいだで

影響力のあるものだが、NP 型の意味が一つしかない

というのは本当だろうか。次の例を考えてみたい。

   

   （18） Chrisi looks like s/hei has failed the exam. 

（18）の文では、悲痛な表情を浮かべた Chris が試験

会場から出て来たところを話者が実際に見て補文の内

容を判断しているような読みと、話者が Chris を実際

には見ず、貼り出されたテスト結果の掲示を見て推論

しているような読みが可能である。 後者の場合をもう

少し具体的にいうと、多数の受験者の中から合格者の

番号が３名分あったとしよう。受験番号は全て４桁に

なっていて最初の１桁が地理、歴史、公民を示す番号

１、２、３をそれぞれ表しているとする。貼り出され

た合格者番号は２ではじまる～つまり歴史の受験者～

ものだけで、Chris が地理で受験することを何らかの

理由で知っていたり、Chris がいつも地理の本を持ち

歩いていたので地理で受験すると話者が思っているよ

うな場合、（18）を発することは可能である。この説

明ではにわかに信じがたいむきには以下の例を考えて

ほしい。   

   （19） Your cari sounds like iti needs a tune-up. 　

　ここでも容易に理解される意味は（18）同様、主節

主語の名詞句の指示対象が知覚の情報源になっている

場合である。つまり、話者と話しかけられている人、

Ｘが同じ車に同乗していたり車のすぐ近くにいて、エ

ンジンか何か問題のあるパーツが発している騒音を同

時に聞いているような場面である。もう一つの意味は、

話者とＸが離れた場所にいて X の車の調子が悪いこ

とが話題になっていたり（たとえば、電話での会話が

これにあたる）、話者とＸがその場に車がないところ

にいて話者がＸから報告を受けてコメントするような

場合である。いずれにしても、話者が X の故障を起

こしている車の音を直接的には聞いていない状況であ

り、Rogers 流の見解では it 型を使わなくてはならな

いと思われる状況である 。 

　今まで一つしか解釈がないと言われ続けてきたも

のに二通りの解釈の可能性があるといわれても納得し

がたいかもしれない。ただし、理論上二通りの解釈が

可能だからといって、いつも二通りの解釈が許される

わけではない。実際に NP 型が談話の中で使用される

際には、文脈上のさまざまな制約により、一方の解釈

しか現れないことがあることに注意しなければならな

い。その顕著な例として以下の主節主語が非指示的な

（non-referential）場合をあげることができる。   

（20） a. Solving linguistics problems sounds like it's 

a hard thing to do.　　　　　　（=（14d））       

 b. Headway looks like it should be made soon.     

（Inada 1984）       

c. （?）The shoe looks like it is on the other

　　  foot.                             （Rogers 1972） 

（20a）は主節主語が動詞的動名詞 （verbal gerund）

の場合であり、（20b）と（20c）ではイディオム切片

（idiom chunk）の例である。

3. 2. look/sound の多義性　

　（18）や（19）のように、同一構文に二つの読みが

可能だとしたら、その二つの意味がどこから来るのか

が問題になる。筆者はこの曖昧性が、上で触れたよう

に、主節主語の指示性に関わる問題とこれから述べる

look/sound という動詞の多義性よるものと考えてい

る。より正確には、この二つに like や as if/as though

といった補文標識の意味が絡み合っているように思わ

れる。これらをまとめて look/sound　like 構文に備

わった「言語規約的含意（conventional implicature）」

もしくは「構文の意味」と呼ぶことができるかもしれ

ない。　

　まず、これらの動詞には feel, smell, taste などと同

じく感覚動詞プロパーとしての特定感覚を表す意味と
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seem のような一般的感覚を表す繰り上げ動詞として

の意味があることを指摘したい。（18）の例では実際

にChrisの表情を見て判断を下しているような場合（特

定感覚を表している場合）であり、話者が実際には

Chris を見ずに状況証拠から間接的に判断を下してい

る場合（raising 読み＝一般的感覚を表す場合）である：

（21） a. 感覚動詞として特定感覚を表す場合      

b. 一般的感覚を表す場合

（= 繰り上げ動詞としての用法）

look と sound に raising 用法があることは（22）に示

されているように to 不定詞を従えることが可能なこ

とや、6 （23）のように look/sound like 構文の主節主

語に虚辞が出現すること、さらに、最近の用法として

look/sound が that 節を従えることも可能になってき

たことなどからも明らかである。

（22） a. That looked to me to be a really technical 

issue.  （CSPAE, COMM897）        

b. This sounds to be a very good idea.

                                             （Mair 1990）          

（cf. ?From what he says, he sounds to be 

very interested in the contract.）

（23） a. They'd put what they call a pot or a big 

kettle and they can change the trajectory 

of the explosion by just moving it, this 

much, but it looks that you're right in it.

 （The Making of Sands of  Iwo Jima）      

b. It sounds to me that we're saying that we 

do want to give some procedures.  

（CSPAE, COMM797） 

2. 3. feel, taste like 構文

look/sound と同じように主節の主語に仮主語の it

を取ることができ like, as if, as though 補文を導入で

きるという意味で feel, taste についてここで少し触れ

ておきたい。以下の各組を見てみよう。

（24） a. It feels like the living room sofa is being 

jumped on. 

b. The living room sofa feels like it is being 

jumped on. 

（25） a. It tastes like the soup was cooked too long. 

b. The soup tastes like it was cooked too long.    

                                             Davison （1984: 818） 

　Davision （1984）は、知覚の直接性について it 型は

中立的である一方、NP 型は直接観察を伴わない場合

使用できないとする立場だが、感覚動詞のもつ知覚内

容によって NP 型と it 型の使い分けに個人差があると

指摘している点で興味深い。たとえば、（24a）につい

てはソファーを直接知覚しているならこの文を使用す

るのは難しいかもしれないとコメントしている。また、

彼女は（25）の両文には違いはないだろうと述べてい

る。これは何を意味しているのだろうか。筆者は以下

のように考えている。つまり、feel や taste は触覚や

味覚という特定感覚～「近感覚」～を表し、感覚動詞

の中でも look や sound よりさらに直接的な体験を表

す。feel や taste の場合、話者が主節主語（または補

文節の主語）が表す個体と同じ空間を占めずにこの構

文を使用するのは困難だからである。ソファーの上を

誰かが飛び跳ねているように感じるには実際にソファ

ーに話者が座るなり、触れるなりしなければ不自然で

ある。煮詰まったスープの味を確認するには実際にス

ープを目の前にして味見をしてみるという経験なしに

はふつうは言えないからである。つまり、NP 型と it

型という形式の違いが feel や taste という特定感覚を

表す動詞が用いられることによって中和されると考え

られる。

　

3. おわりに

本稿では、NP 型と it 型という二つの look/sound 

like 構文の意味について考察した。二つの形式は、従

来、知覚の直接性ということで捉えられてきたが、it

型は補文の主語名詞句の指示対象を直接観察するかど

うかにかかわらず使用できることを例証した。NP 型

に関しては、主節主語が文の話題として機能し、談話

の中で卓越して（salient）いるため話者によって直接
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知覚されている傾向にあるが、直接体験的判断を表さ

ない場合もあることを例証した。次に、これまでほと

んど指摘されることのなかった、NP 型が潜在的に二

つの解釈を許す可能性があることを論じ、その二つの

解釈が主節の感覚動詞の曖昧性に起因することを考察

した。

注

* 本稿は、英語語法文法学会第 11 回大会（2003 年 10

月 25 日、於：関西外国語大学）において、「look/sound 

like 構文の意味について」という題名で口頭発表し

た原稿に加筆修正を加えたものである。発表に際し

て貴重なコメントをいただいた柏野健次先生、安藤

貞雄先生、インフォーマントとしてお世話になった

Frank Berberich III, Bill Crawford, Kevin Lesher, 

Melina Lozano, Monica Macaulay, Kieran Mundy, 

Charles T. Scott, Conrad Treff , Rando  Valentine

をはじめとする諸先生諸氏に感謝したい。なお、本

稿における不備や誤りはすべて筆者の責任である。

１この it を虚辞と捉えるか（先行文脈で話者の知識と

して取り込まれた情報を表す）指示表現と捉えるか

という点についてはここでは立ち入らない。

２コーパス名に続く英字は議事録の略号を、数字は年

を、その後に続くＡまたはＢの文字は議事録の前半

または後半部分を示す。

３この例に関しては、「その文」を読む人の声、「手紙」

を読む人というふうに一種のメトニミーと捉えれ

ば、直接知覚条件の反例とはならないかもしれない。

４（14a）は日本人の学者が書いた例文であるが、英

語として適格な文であるため使用した。

５（17c）の補文内の同一指示代名詞を he から they

に変えて、この文の容認度を上げても作用域につい

ては違いが出ない。

６ただし、Mair （1990）が言うように、sound to 不

定詞は look to be ほど定着していず、to be の後が

sound a good idea のように idiomatic でないと容認

性が落ちるようである。
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研究ノート

人間科学の制度論

長谷川　幸一
Kouichi Hasegawa

An　Attempt　to  Construct  an  Institutional  Theory  of  the 
Human　Sciences

１．はじめに

　1980 年代以降、わが国では「法学部」や「文学部」

あるいは「工学部」といった従来の学部名称に替わっ

て、「国際学部」や「情報学部」さらには「不動産学部」

といった名前を冠した学部が増加し、さらに 1991 年

の大学設置基準の改訂・大綱化が実施されてからは多

くの大学において教養部が改組転換されたことも手伝

って、わが国における学部の名称はきわめて多様なも

のとなっている。このような傾向については賛否両論

あるが、最近では、1991 年の大学設置基準の大綱化に

よって、わが国における「教養教育」を支えるための

制度的基盤が完全に崩壊してしまったのではないか、

とする意見も存在する。ただそのよう見解をもつ論者

の多くは、戦後の学制改革から 1980 年代までに展開

されたわが国の教養教育ならびに高等教育の成果を肯

定的に評価しているわけではなく、欧米における「リ

ベラル・アーツ」の理念が、わが国ではけっして根づ

くことがなかったことに根本的な問題を見出している

（1）。

　ここでの考察対象である「人間科学部」は、いわゆ

る「学際的学部」の範疇に入ることは確かではあるが、

「人間そのもの」を多様な観点から考察しようとする

点において、社会との直接的な接点を求める実践的な

学際的学部とは大きく異なり、そこで行われる研究と

教育は、むしろ「リベラル・アーツ」の理念に沿った

ものに近いと考えられる。もちろん、人間科学に関す

る研究と教育の内容は、各大学の人間科学部ならびに

人間科学科・人間科学専攻によって多様であり、とく

に「臨床心理系」を中心に教育を展開しようとする人

間科学の制度は、より実践的な志向が強いことは確か

である。しかし、1991 年の大学設置基準の大綱化以

降、わが国における高等教育ならびに教養教育のあり

方があらためて問われている状況において、早くから

「文系」と「理系」というわが国に特有の固定観念に

とらわれない研究と教育の制度を確立しようとしてき

た「人間科学部」は、今まさにその存在価値が問い直

されているといえよう。ただもちろん、「文系」と「理

系」という枠組みにとらわれない学際的な研究と教育

を模索する試みは、すでに 1950 年代から東京大学教

養学部やＩＣＵ、さらには筑波大学などにおいて進め

られてきたのであり、それらの組織において展開され

てきた総合的な教養教育と人間科学部におけるそれと

が、どのような点で異なるのかについても今後議論し

ていくことが必要となろう。

　以上のようなわが国における大学教育の現状を考え

れば、「人間科学部」における教育についての検討は、

わが国の大学における「教養教育」のあり方について

の考察にも大きく関連したものとなるが、現在の筆者

にはそのような全般的な問題を論ずるだけの準備はな

い（2）。そこで本稿では、わが国の高等教育機関にお

ける学際的な研究と教育の展開を考えるうえで、人間

科学ならびに人間科学部が果たすべき役割とは何か、
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という問題に焦点を絞りながら議論を進めることにし

たい。

　以下の議論ではまず、２．において教養教育の歴史

的起源とわが国の現状について概観し、３．では「人

間科学」という呼称がより浸透しているフランスの高

等教育の状況について検討を加える。そして４．では、

ブローデルの「人間科学館」やピアジェの「発生論的

認識論国際センター」、さらにはギュスドルフの「学

際的研究計画」の提案などを取り上げながら、人間

科学の研究組織の可能性について考え、５．では、わ

が国における人間科学部の具体的な姿について概観す

る。

２．教養教育と人間科学

　高等教育の制度は、それぞれの国の歴史的・文化的

背景によって多様であり、各々に長所と短所がある。

それゆえ、それらの制度をどのように評価するかは、

それを論ずる観点に応じて多様なものとならざるをえ

ない。わが国の大学組織の多くはこれまで、「学問分野」

の区分と「教員組織」の区分が一致したいわゆる「煙

突型」の組織形態をとってきた（3）。それぞれの「学

部」ならびに「学科」のあいだに立てられた「壁」は

きわめて厚いものであり、それはわが国の「官僚組織」

と似た性質をもつものであった。そしてまた、そのよ

うな組織形態はまさに「学際的」研究と教育を推進す

るうえでの大きな阻害要因となってきた。ただ他方に

おいて、わが国の「煙突型」組織は、「師弟継承」を

特徴とするわが国に固有の文化的背景を土台として形

成されたものであり、われわれの精神的な特性に適し

たものであったことも事実である。それゆえ、その点

　 　 　
学部名 設置数
教養 7
現代中国 1 97 新設
文化教育 1 97 新設
日本文化 1
国際文化 13
国際言語文化 2
国際言語 1 96 新設
比較文化 2
国際コミュニケーション 2
コミュニケーション 1
情報文化 2
文化情報 1
現代文化 5
人文社会 1 96 新設
人文・社会 1
人文社会科学 1
行政社会 1
総合管理 1
現代社会 1
人間 6
人間関係 2
国際関係 7
国際 11
国際地域 1 97 新設
国際交流 1 97 新設
産業社会 3
人間社会 17
社会福祉 17
人間福祉 2 新設
福祉社会 1 新設
環境情報 3
法政策 1 97 新設
国際政治経済 2
国際経済 2 96 新設

表１．学際的学部一覧（1997 年７月現在）　 　 　
学部名 設置数
総合政策 3
経済情報 2
経営経済 1
経済科 1 97 新設
国際経営 1
経営情報 19
経営政策 1 97 新設
情報 5
経営科学 1
流通 1 96 新設
流通科学 1
流通情報 1 96 新設
国際商 1
政策科学 1
地域政策 1 96 新設
地域科学 1 96 新設
社会情報 5
情報社会科学 1
都市情報 1
情報科学 3
衛生学部 1
生命科学 2
環境理工科学 1
総合理工 1
環境科学 1 97 新設
産業科学技術 1
生命理工 1
生物理工 1
コンピュータ理工 1
芸術工 4
情報工 4
医用工 1
システム工 2
開発工 1

　 　 　
学部名 設置数
デザイン工 1 96 新設
生物資源 3
生物資源科学 2
生物生産 1
生物産業 1
産業保健 1
環境保健 1
保健衛生 1 96 新設
保健福祉 2 96 新設
保健医療 2
保健福祉 2
医療技術 1
医療福祉 1
医療衛生 2
看護福祉 1 96 新設
保健科学 1 96 新設
健康科学 2
食品栄養 1
食文化 1 96 新設
スポーツ健康科学 1
造形芸術 1
生活科学 10
生活環境 2
人間生活 2
人間文化 2
人間環境 2
人間科 8
総合科 3
総合人間 １
総合情報 2
発達科学 1
図書館情報 1
不動産 2
事業構想 1 96 新設
環境 1

（出典）［大川一毅　1998　４頁］。この表は大川氏が、文部省高等教育局大学課監修『平成９年度　大学一覧』
に基づき作成したものである。
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に関する十分な検討もなく、それをただ単に排除しよ

うとするだけでは問題は解決しないのであり、それを

変革するには多くの労力と時間を要することを覚悟す

べきであろう。

　また先に触れたように、一口に「学際的学部」とい

っても、その内容はきわめて多様であり、いわゆる「国

際系」や「情報系」をはじめ、「不動産学部」のよう

に学生の就職先を直接的にイメージできるような名前

を冠したものにいたるまで、その名称の多様さは、「文

学部」や「法学部」、「医学部」といった従来の学部名

称のパターンを一気に刷新するものとなっている（こ

の点については、前頁表１．を参照されたい）（4）。

このような現状を踏まえ、各大学の人間科学部はきわ

めて多様な「学際的学部」が存在するなか、みずから

のミッション（存在意義）をどこに見いだせばよいの

か、模索を続けている（5）。

「学際科学」ならびに「学際教育」とは何か、とい

う問いが、人間科学部における研究と教育を考えるう

えでの１つの重要な論点であることは、誰もが認める

ところであろう。しかし、そもそも「学際的」という

言葉については多様な解釈が存在する。「学際的」と

いう言葉は、「自然科学」と「社会科学」という従来

の学問分野を超えた新しい総合的な方法を指すものと

して用いられる場合も多い。しかし語義的にみれば、

「学際的」という言葉は、なにも「自然科学と社会科

学という２つの総合科学を横断する」というような

大げさな場合ばかりではなく、従来の個別的な学問分

野を超える研究と教育のすべてに使用可能な言葉であ

る。逆に言えばまさにそうであるからこそ、「人間科

学部」は多くの「学際的学部」のなかで、どのような

特色をもった組織であるのかをなるべく早く認識し、

みずからの存在意義とは何かを追及していく必要があ

る。本論のねらいの１つはまさにそれを明らかにしよ

うとすることにあるが、組織としての人間科学部の将

来は、まずその点を明らかにしなければ開かれないは

ずである。

そこでまず確認しておくべきことは、その歴史的背

景からみて「学際的教育」には２つの種類のものがあ

るという点であろう。一方は、中世から近代にかけて

ヨーロッパの大学の哲学部（学芸学部）で行われてい

たような、３学４科（文法、修辞、論理／算術、幾何、

天文、音楽）のいわゆる自由学芸（リベラル・アーツ）

と呼ばれている「古典的教養教育」であり、他方は、

現実社会の問題の多様化に対応するために、従来の学

問分野を横断するようなカリキュラムを提供しようと

する「学際分野教育」である（6）。

　周知の通り、文法、修辞、論理、算術、幾何、天文、

音楽の３学４科は、ギリシャ、ローマに起源をもち、

それを修得することは「教養人」としての完成を意味

していた。その考えはとくに、オックスフォードやケ

ンブリッジをはじめとするイギリスの大学に引き継が

れ、イギリスの大学では、「学芸学士」（バチェラー・

オブ・アーツ）の養成が主眼とされた。それに対して、

パリやボローニャなどの大陸の大学では、神学、法学、

医学の修士、博士の養成に力が注がれたのであり、こ

の点は、わが国の大学における「教養教育」のあり方

を考えるうえでも、注意しておくべき点の 1 つである。

近代に入ると、哲学部で教えられていた３学４科は、

独自の学問分野として発展し、それぞれの学問分野が

「文学部」や「理学部」あるいは「経済学部」として

制度化されていくことになった。このような変化に伴

い、大学における教養教育のあり方も変化し、フラン

スでは「リセ」、ドイツでは「ギムナジウム」がそれ

を担うものとされ、教養教育は大学から切り離された。

哲学部もしくは学芸学部が文学部や理学部に昇格する

と、これらの学部は博士の学位を出すようになったが、

教養教育の修了資格である学士号（バチェラー）は大

学の学位名から消えた。ドイツではこの名称そのもの

が消え、フランスでは中等学校修了資格（バカロレア）

としてそのまま使われている。それに対して、イギリ

スでは学士号の名称は大学の学位として残され、学芸

と称しうる学問を学んだ第１段階の学位を意味するも

のとなった（7）。

　日本の大学制度は、ヨーロッパの大学制度の移入と

いうかたちで発展したが、明治期から第２次世界大戦

前までのわが国の大学は、「大陸型」の大学の理念で

運営され、教養教育は旧制高校が担っていた。ただ日

本では、大学の形成期から「工学」、「農学」が大学の

中に取り込まれ、大正期には「商学」も大学の学部と

なるなど、高等技術学部が大学の主要な構成要素とし
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て発展したが、この点は、高等技術の修得をグランゼ

コールに委ねたフランスや、技術高等学校を設立した

ドイツとは異なる点である。

　第２次世界大戦後、日本の高等教育は「アメリカ型」

へと転換した。ケンブリッジ大学のある１つのカレッ

ジをモデルにしたとされるハーバード大学（1636）を

はじめとするアメリカの各大学は、「教養教育」を大

学教育の重要な柱としてきた。アメリカの大学で教養

教育が切り離されずにいる理由の 1 つは、アメリカの

中等教育段階における学習水準の低さと「ばらつき」

にあるといわれているが、多くの論者が指摘してきた

ように、わが国における戦後の高等教育の改革は、こ

のようなアメリカの事情に関する十分な理解のもとに

行われたものではなかった。また、大戦後の教養教育

が旧制高校の高等教育機関の再編というかたちで行わ

れたことも、教員組織のあり方に問題点を生むことと

なった。つまり、アメリカの大学において教養教育を

担当する教員は、専門課程や大学院をもつ文理学部や

その他の学部に所属しているのであり、教養教育のみ

を担当する教員の組織は存在しない（8）。

　またさらに、わが国の大学における教養教育と大学

の意味そのものについて考えるには、さらに第２次世

界大戦後に進展した大学の「大衆化」という問題につ

いて考えてみる必要がある。大学進学率の著しい上昇

は、大学における教育の意味そのものをも根本的に変

化させ、そこにおける教養教育もまた変化せざるをえ

ない状況にある。これまで国立大学と私立大学では、

この問題にたいする態度は異なっていたが、独立行

政法人となった国公立大学はみずからの生き残りを賭

け、他大学との合併や提携などを進めているが、その

際に重視されていることは、そこで行われる教育が学

生にとってどれほど魅力的なものかという点であり、

そのような状況が、これまでの既存の学部の名称とは

異なる名称をもつ学部が数多く誕生する１つの要因と

なっているようにも思われる（9）。

３．フランスにおける「人間科学」とその制度

　17 世紀から 18 世紀にかけてのフランスの大学は、

ドイツなどと比較した場合著しく沈滞した状況にあっ

た。しかしその後、フランス革命とナポレオンの登場

により、フランスの大学はイギリスやドイツなどとは

異なる独自の高等教育の担い手として確立されていっ

た。そしてまたそれは、サン・シモンからコントを経

てデュルケムにいたる「フランス流」の実証主義的な

社会学にみられるように、ドイツ的な哲学や社会科学

とは一線を画しながら、独自の思考様式を貫こうとす

るフランス的な知性を支えるものでもあった。社会諸

科学と人間諸科学は区別できない、と明確に主張した

ピアジェのようなケース以外にも、フランス語圏の理

論家の場合、社会科学と人間科学という２つの言葉を

暗黙に代替可能なものとみなし、論述の文脈に応じて

両者を使い分けることが多いように思われる。

　ただもちろん最近の傾向として、わが国においても、

とくに人類学や心理学の研究者の諸著作には、社会科

学と人間科学という言葉があまり区別せずに用いられ

ているようなケースもみられるので、社会科学と人間

科学という言葉を区別せずに用いるということがフラ

ンスに固有の知的伝統である、などと決めつけてしま

うことはできない。ただ他方においてフランスでは、

第２次世界大戦後、高等教育を改革しようとする一連

の動きのなかで、1958 年の政令によって、「文学部」

という従来の名称に替えて「文学・人間科学部」とい

う名称を用いることが公式に決定されており――ただ

その後 1968 年の「高等教育基本法」によって、公式

的には伝統的な意味での「学部」は存在しなくなった

――、「人間科学」という術語は、わが国に比べ、フ

ランスではかなり一般的に受容されていると考えるの

が自然であろう（10）。以下では、戦後の高等教育改

革と人間科学という呼称がどのような文脈で用いられ

ているか、について検討を加える。

３－１．戦後の高等教育改革について

　現行のフランスの大学制度の原型は、ナポレオン

の時代に形成されたものである。ナポレオンは、1806

年の「帝国大学法」と 1808 年の勅令により、フラン

ス革命の混乱のなかで一度消滅した大学を復活し、従

来の大学の理念とはまったく異なる役割を担うものと

しての「帝国大学」を創設した。この大学は、皇帝が

任命する総裁によって統治されたが、フランス全土は

２９の大学区に分割され、各大学は総裁が任命する大
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学区総長によって監督されることになった。ナポレオ

ンの高等教育政策が中央集権的なものであったことに

ついては、これまでにも多くの論者によって指摘され

てきたが、ナポレオンの改革はさらにもう１つの効果

を生んだ。ナポレオンの改革によって、従来的な意味

での「学部」が復活し、「神学部」、「法学部」、「医学

部」、「理学部」、「文学部」の設置が認められたのである。

しかし、これらの学部を有機的に結びつけるための何

らかの組織をもった「大学」が存在しなかったため、

各大学区のなかにはそれぞれの「学部」が強固な独自

性を維持しながら並存するという状況となった。フラ

ンスではその後、いくつかの点についての改革が試み

られたが、1968 年の「高等教育基本法」にいたるまで、

フランスの大学制度はナポレオンによって確立された

基本的骨格を壊すことなく維持されたのである（11）。

　ただ、フランス以外の多くの国がそうであったよ

うに、第２次世界大戦後、フランスにおいても教育制

度全般を見直そうとする動きが現れ、1947 年に発表

された「ワロン改革案」をはじめとするいくつかの案

が提出されることとなった。ワロンはピアジェとの論

争によってもよく知られた人物であるが（12）、第２

次世界大戦中はレジスタンスとして活動しながら、フ

ランス解放後の教育改革案についても検討を重ねて

いた。1944 年８月には、レジスタンス国民会議がワ

ロンを文部大臣に指名したが、９月初めにドゴール政

権が成立すると、文部大臣にはルネ・カピタンが指名

され、ワロンの改革案は頓挫した。ただその後、1945

年に文部省に教育改革調査委員会ができるとワロンは

副委員長となり、翌年 12 月には、委員長 P. ランジュ

バンの突然の死去を受け委員長となり、1947 年には

改革案を完成させたのである（13）。

　しかし、この改革案は戦後の政情不安のため、個々

の部分的な改革という点でしか実現せず、1959 年に

なってはじめて「ワロン改革案」の要点をとりいれた

文相ベルトワンの改革案がドゴール大統領の大統領令

によって制度化された。ただし、この改革は義務教育

年限の延長と前期中等教育における観察課程の設置な

どを骨子とする、主として初等・中等教育レベルにお

ける改革であった。「ワロン改革案」の趣旨が高等教

育の分野で実現されたのは 1966 年からであり、この

年の１月の政令によって技術短期大学の設置が認めら

れ、バカロレア資格をもたない学生にも高等教育の門

戸を開放し、理工系出身技術者の数を倍増しようとす

る政策が開始された。そしてさらに６月の政令によっ

て、「人間科学部」と「理学部」の履修課程にも大幅

な改訂が加えられたのである（14）。

　また他方では、第５次経済社会総合発展計画の一環

としての「学校教育・スポーツ施設委員会」の予備作

業と、1966 年 11 月に「高等教育および研究の展望」

というテーマのもとにカーンにおいて開催された第２

回カーン討論会が採択した勧告が、改革への動きとし

て重要な意味をもつものであった。このカーン会議は、

「科学研究拡大協議会」が主催して、文部省当局、大

学教員、政界、財界などの関係者約 300 人を集め、３

日間にわたって開かれたものである。この会議では、

従来の学部の枠をはずして学問分野の再編成を可能に

する実験大学を設置することや、１つの大学の学生数

を２万人までにとどめ巨大な大学は分割すること、さ

らには「講座制」を廃止し「学科制」とすること、等々

の勧告が採択され、「高等教育基本法」の基本構想に

大きな影響をあたえた。

　周知の通り、1968 年はフランスにおける学生運動

が大きな盛り上がりを見せた年であり、５月初めの数

度にわたる学生と警官隊との衝突によって学生運動は

全国に拡大し、ドゴール体制は大きな危機を迎え、大

学制度そのものについても変革を求める動きが強くな

った。ただその後の総選挙では、与党の共和国防衛連

合が圧倒的な勝利を収めたため事態は鎮静し、７月に

新たに文相として登場したエドガー・フォールは、５

月事件のさいに政府が約束した大学制度の改革に精力

的に取り組み、「高等教育基本法」の成立にこぎつけ

たのである。ナポレオン以来の改革といわれたこの法

律では、大学はいくつかの教育・研究単位機関でこれ

を構成し、１つの大学区に複数の大学を置くことがで

きるものとすることや、大学は多く教育・研究領域を

含むものとすること、さらには講座制を廃止する、と

いったことなどが定められた（15）。

３－２．哲学と人間諸科学：学部（学問）の争い

　第２次世界大戦直後フランスでは、サルトルやメル



－40 －

人間科学の制度論

ロ・ポンティに代表される、フッサールやハイデッガ

ーなどのドイツ哲学の影響を強く受けた思想がひとつ

の潮流を形成した。しかしその後、1960 年代に登場

したレヴィ = ストロースやピアジェの「構造主義」は、

方法の有効性をあくまで具体的な専門領域における経

験的な妥当性としてみる、という意味においてフラン

スに固有の実証主義的な知的伝統に強く根ざしたもの

であった。そしてそれは、ドイツ的な意味での「哲学」

や「社会科学」とは異なる一連の科学であるという意

味において、「人間科学」と呼ぶことができるのでは

ないかと思われる。

　たとえば、ガードナー（Gardner,H.）は“The　

Quest for  Mind”（邦題は『ピアジェとレヴィ = スト

ロース』）のなかで、ピアジェとレヴィ = ストロース

の理論の独自性と両者にみられる共通の個性を論じた

部分において、「フランスの知的伝統」という言葉を

用いながら、それを説明した。かれは、フランスの知

的伝統をデカルトにまで遡り、フランスの思想家たち

は共通に、「人間の精神」の探求こそが真理への道で

あると考えてきたと指摘した。デカルトは、精神を人

間に属する他の部分からは独立した実体であるとみな

し、人間の認識の合理的・論理的側面を重視したが、

この点はたしかにイギリス流の経験論とは異なる特徴

として、フランスの思想家たちに受け継がれているの

かもしれない。ただもちろん、デカルト以後のフラン

スの思想家ならびに科学者たち、たとえば、ルソーや

サン・シモン、コント、デュルケム、あるいはベルグ

ソンといった人たちを考えれば、かれらの思考法は実

に多様であり、そこに明確な共通項があると主張する

ことには無理があるだろう。しかし他方では、かれら

の理論をカントやヘーゲル、さらにはジンメルやヴェ

ーバーといった人たちのものと比べれば、そこには明

らかにドイツ的なものとは異なる独自の傾向を見て取

ることができる（16）。

　また他方では、ブルデューが『ホモ・アカデミクス』

（1984）において、第２次世界大戦後のフランスで生

じた「哲学」と「人間諸科学」との争いに言及してい

る。その争いはサルトルとレヴィ = ストロースとの間

の対決によって象徴されるものであったが、「大学空

間」における覇権をめぐる争いでもあった。ブルデュ

ーは、人間科学を構成するものとして、バンヴェニス

トやマルチネによる「言語学」やレヴィ = ストロース

の「人類学」、ブローデルの「歴史学」、さらにはラカ

ンの「精神分析学」や「社会学」などを挙げている。

「文献学」や「文学史」ならびに「哲学」といったか

つての支配的学問分野は、言語学や民族学、さらには

記号学や社会学といった人間科学と呼ばれる新しい学

問分野に、知的な基盤を脅かされているというのであ

る（17）。哲学と人間諸科学との間の確執は、ピアジ

ェが『哲学の知恵と幻想』において問題にした点でも

あったが、フランスでは「構造主義」以降、より明確

になった西欧における伝統的な思考様式の限界への反

省が、デリダやドゥルーズによって繰り返し論じられ

続けたのである（18）。

　ブルデューは 20 世紀を代表する社会学者の 1 人で

あるが、かれの社会学理論と同様、ブルデューが試み

たフランスの知識人ならびに大学制度の分析は、学問

分野の形成過程を制度的な側面から分析しようとする

本論にとっても、きわめて示唆に富むものである。と

りわけ『ホモ・アカデミクス』では、1967 年から実施

されたパリの「文学・人間科学系」の主要高等教育機

関の教授を対象としたアンケート調査と、その後に行

われたパリの全分野の高等教育機関に所属する教授に

関する統計調査をもとに、フランスの高等教育制度の

基本構造と知識人たちの実態が明らかにされた。本論

の主題は、ブルデューの理論そのものを検証すること

ではないが、第２次世界大戦後のフランスの思想界と

大学において、支配的学問分野の交代が生じたとする

ブルデューの調査結果と分析は、われわれの考察にと

っても興味深いものである。次頁図１．は、フランス

の大学空間における学問分野間の関係を示すために、

ブルデューが提示したものであるが、この図で示され

ているのは、「文学・人間科学部」と「理学部」のな

かでは、ともに純理論的ではないとみなされる「経済

学」や「社会学」、「民族学」、「心理学」、「地理学」、「地

質学」と、かつての支配的学問分野との間の葛藤であ

るといえよう（19）。
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図１．ブルデューによる「大学空間」の説明

４．人間科学の組織に関するいくつかの試み

４－１．ブローデルの「人間科学館」

　ブローデルが、戦後のフランスの思想界を語る

うえにおいて欠くことのできない人物の 1 人である

ことについては、別言を要さないだろう。『地中海』

（1949;1966）によって、従来の陸中心史観を刷新し、

国家を超えた海洋ネットワークが形成した世界史の動

態を明らかにしたとされるブローデルは、他方では「人

間科学館」を設立することによって、「歴史学」にと

どまらない人間諸科学の新しい制度的な展開を模索し

た人物でもある。ブローデルが、1957 年から 1969 年

まで『アナール』誌の編集長を務めたことについては

よく知られているが、それ以外にもかれは社会科学な

らびに人間科学の制度の設立と運営に積極的に関与し

た。とくに、歴史学と経済学さらには社会学の総合的

な研究機関として計画された「高等研究院第６セクシ

ョン」では、1948 年の第 1 回諮問委員会において事

務長となり、委員長となったリュシアン・フェーヴル

とともに、近代世界の経済構造についての共同調査の

計画案を作成した（20）。

　３．で見た通り、戦後のフランスでは高等教育の制

度に関してさまざまな改革が試みられ、いくつかの重

要な学術研究機関が設立された。「国立人口問題研究

所」（ＩＮＥＤ）、「国立統計経済研究所」（ＩＮＳＥＥ）、

「国立科学研究センター」（ＣＮＲＳ）等々の研究機関

は、1945 年から 1947 年の間に相次いで創立あるいは

改革されたものである。「高等研究院第６セクション」

もまた、そのような一連の動きのなかで生まれたもの

であるが、その設立にあたっては、当時「高等研究院

第４セクション」の部長であった物理学者のオージェ

と研究指導教授であったモラゼがきわめて重要な役割

を果たした。２人は、アメリカ渡航によって強い衝撃

を受け、フランスにおける人文・社会科学の将来は、

そのための新しい制度のなかでしか開かれないと実感

し、ロックフェラー財団の支援を受けた「第６セクシ

ョン」が設立されたのである（21）。

　「第６セクション」の事務長に選出されたブローデ

ルは、フェーブルとともに、近代世界の経済構造につ

いての大がかりな共同調査を計画した。そしてさらに、

1955 年にはアメリカ人のクレメンス・ヘラーと共同

で新しい視点からの「諸文化圏」についての研究計画

を企画した。「第６セクション」の計画は、そのすべ

てにおいてブローデルの研究の主要な意図にきわめて

忠実なかたちで進められたが、その運営がロックフェ

ラー財団からの資金援助を得て運営されている事実に

関して、手厳しい批判を受けなければならなかった。

東西冷戦の最中、ロックフェラー財団からの資金援助

を受けているという事実は、「第６セクション」が思

想的にも服従を迫られているということを意味してい

たのである。ブローデルは、高等研究院第６セクショ

ンの運営において、きわめて重要な役割を果たしたが、

かれはさらに従来の人間諸科学間の階層秩序を排除

し、それを新たな観点から再編成するための制度（人

間科学館）を創設することになった。ブローデルは、

ベルジェやルヌーヴァンらとともに、フォード財団の

資金援助を得ながら計画を推進した。フォード財団は、

「人間科学館設立協会」（1957）の資金の３分の１にあ

たる 100 万ドルを出資した。ただ、用地買収などの点

において人間科学館設立までの道のりは険しいもので

あった。1969 年になってようやく、パリのシェルシ

ュミディにあった旧軍事刑務所の跡地に人間科学館は

建設されたが、実際にそこが使用されるに至ったのは

1975 年のことであった（22）。

４－２．ピアジェの発生論的認識論国際センター

  今日的な意味における「人間科学」をもっともはや

く構想した人物といえるピアジェは、人間科学のきわ

めて重要な特徴の１つである「学際的な研究組織」を

もいち早く設立していた。かれは、人間の認識につい

ての根本的な研究を展開するためには、きわめて多様

（出典）［Bourdieu　1984，邦訳  180  頁］。
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表２．発生的認識論国際センターの研究テーマと研究紀要

発生的認識論国際センター 発生的認識論研究紀要
年度 回 研究テーマ 巻 出版年度 EEG のタイトル

1955 － 56 1 言語、論理、認知構造

1
2
3
4

1957
1957
1957
1957

『発生的認識論と心理学的研究』
『論理と均衡』
『論理、言語 ､ 情報理論』
『分析的連関と総合的連関』

1956 － 57 2 論理と経験の読み取り 5
6

1958
1958

『経験の読み取り』
『論理と知覚』

1957 － 58 3 学習と論理との関係

7
8
9

10

1959
1959
1959
1959

『学習と認識』
『論理、学習および確率』
『論理構造の学習』
『学習の論理』

1958 － 59

1959 － 60

4

5

数の認識論

数の認識論

11
12
13
14
15
16
17

1960
1960
1962
1961
1963
1962
1963

『数の構築の諸問題』
『行動論理と諸操作』
『基本的数構造』
『数学的認識論と心理学』**
『諸構造のつながり』
『合意、形式化と自然論理』
『再帰的推理の形成』

1960 － 61 6 空間の認識論 18
19

1964
1965

『空間の認識論』
『空間的保存』

1961 － 62
1962 － 63

7
8

関数と時間の諸問題
関数と時間の諸問題

20
21

1966
1967

『時間の認識論』
『時間の知覚と観念』

1963 － 64
1964 － 65

9
10

関数と同一性の諸問題
関数と同一性の諸問題

22
23
24

1967
1968
1968

『サイバネティクスと認識論』**
『関数の認識論と心理学』
『問一性の認識論と心理学』

1965 － 66
1966 － 67
1967 － 68
1968 － 69

11
12
13
14

因果性
因果性
因果性
因果性

25
26
27
28
29
30

1971
1971
1972
1972
1973
1973

『因果性の諸理論』
『因果的説明』
『運動の伝達』
『衝突と押しにおける運動体の方向』
『力の観念の形成』
『力の合成とベクトルの問題』

1969 － 70 15 意識化 ＊
＊

1974
1974

『意識化』
『成功と理解』

1970 － 71 16 矛盾
31
32
33

1974
1974
1975

『矛盾の研究Ⅰ矛盾の諸形態』
『矛盾の研究Ⅱ肯定と否定との関係』
『認知構造の均衡化』**

1971 － 72 17 反省的抽象 34
35

1977
1977

『反省的抽象の研究Ⅰ論理数学的関係の抽象』
『反省的抽象の研究Ⅱ空間関係の抽象』

1972 － 73 18 一般化 36 1978 『一般化の研究』
1973 － 74
1974 － 75

19
20

モルフィズム
モルフィズムとカテゴリー

37
38

1980
編集中

『対応の研究』

1975 － 76

1976 － 77

21

22

可能性

必然性

＊

＊

1981

1983

『可能性と必然性Ⅰ子どもにおける可能性の
進化』

『可能性と必然性Ⅱ子どもにおける必然性の
進化』

1977 － 78 23 弁証法 ＊ 1980 『弁証法の原初的諸形態』
1978 － 79 24 意味の論理学
1979 － 80 25 理由

＊EEGの紀要とは別に出版されたもの。＊＊特定の研究成果ではない理論的著作。
　（出典）［中垣　啓　　1984　26 － 27 頁］。
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な角度からの分析が必要だと考え、1955 年 10 月ジュ

ネーブ大学理学部内に「発生的認識論国際センター」

を設立し、表２．のような研究テーマについての共同

研究を展開した（23）。毎年、センターは研究テーマ

に関心をもつ、物理学や数学、心理学者など３名をジ

ュネーブ大学に招待し、同大学の実験心理学の研究室

で、認識論的諸問題に関心のある心理学者と共同で研

究することを要請したのである。ピアジェによれば、

発生的認識論は、諸認識の拡大のメカニズムを研究対

象とするものであるため、その研究を進めるためには、

認識の系統発生の研究者として科学史家であると同時

に、認識の個体発生の研究者として心理学者でなけれ

ばならない。またさらにすべての認識は規範を含むも

のであるため、その妥当性が問題となれば、論理学的

な知識も必要となる。ピアジェはこのように考え、か

れが構想した発生的認識論の研究を進展させるため、

諸科学の専門家の継続的な共同研究を実現する場とし

て、このような研究センターを設立したのである。こ

の研究センターにおける研究活動は、1980 年にピア

ジェが死去するまでの 25 年間活発に続けられた（24）。

　発生的認識論国際センター設立の目的は、認識論的

諸問題を発生の観点から解明するため、異なる分野の

専門家が共同研究を行うことにあった。たとえば、物

理学的認識が問題になっていれば、物理学者とその認

識の発達を研究する心理学者との間で共同研究を行う

ことが制度的に推進されたのである。センターが開設

された初年度に招待されたのは、論理実証主義の論理

学者 L. アポステル、情報理論の B. マンデルブロー、

認識論の W. メイズであり、ジュネーブ大学からは、

イネルデ、モルフ、ルッチマンの３名の心理学者が参

加した（25）。

　初年度の研究テーマは、論理学者が形式化するよう

な論理的構造と発生という観点から見た思考の構造と

はどのような関係にあるのか、という問題と、論理的

構造は言語の寄与によるのか、あるいは、まず行為の

論理が存在していて、言語の論理的構造はその特定部

分を構成するにすぎないのか、というものであった。

この２つの共通テーマは、センター長のピアジェが提

示したものであったが、研究者たちは共通テーマをよ

り限定したかたちで自らの専門領域に結びつけ、それ

ぞれ実験と理論的研究を展開した。マンデルブローは

マクロ言語学とミクロ言語学の関係について、アポス

テルは誤りの前修正としての理論構造について、それ

ぞれ理論的研究を行い、モルフは命題論理学の学習の

可能性に関する実験的研究を行った。そして１年間の

研究活動の総仕上げとして、学術年度末には毎年１週

間にわたるシンポジウムが開かれ、１年間共同研究を

続けたメンバーの他、さまざまな学問分野の著名な研

究者が 10 名前後招待された。E.W. ベート（論理学、

認識論）、F. ブレッソン（心理学）、J. ブルーナー（思

考の心理学）、F. ゴンセート（論理学、認識論）、A.

ジョンキーレ（心理学、数学）、P. ロレンツェン（論

理学）、A. ナニス（認識論）、P. オレロン（発達心理学）

といった研究者たちがシンポジウムに参加し、そこで

の討論を踏まえた１年間の研究成果は、『発生的認識

論研究紀要』として、表２．にある通り４巻にまとめ

られた（26）。

４－３．ギュスドルフによる「学際的研究計画」の提案

　 ギ ュ ス ド ル フ は、「 人 間 諸 科 学 」（sciences 

humaines）と「人間の科学」（science de l'homme）

を区別し、現在、必要なのは「人間諸科学」から「人

間の科学」への移行の試みである、と述べている（27）。

ギュスドルフの議論の要旨は、ますます専門分化の傾

向を示す「人間諸科学」は、人間についての総合的な

認識を志向するという意味での「人間の科学」となる

ことをつねに目指さなければならない、という点にあ

る。かれは、人間諸科学の領域として表３. のような

ものを挙げているが、それら相互の領域を隔てている

壁の厚さについての反省を促し、あまりにも専門分化

しすぎた人間諸科学を再編するための方策を提案した

のである（28）。

　ギュスドルフは、人間科学の領域における極端な専

門分化の傾向に歯止めをかけるための１つの方策とし

て、学際的な研究者集団を組織することを提案してい

る。かれは、ギリンが編集した『社会的人間の科学の

ために』（1954）を批判しながら、本来的な意味での「学

際的研究」がどのようなものであるべきかを論じてい

る。『社会的人間の科学のために』は、アメリカの諸

大学に所属する著名な研究者たちが、手紙のやり取り
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と２回の会議を通じて各人の意見をまとめ、それを出

版したものである。ギュスドルフは、そこに参加した

研究者たちの専門領域が心理学、社会学、文化人類学

という限られたものでしかない点と、かれらがすべて

アングロサクソン的な知的伝統に属していることなど

から、そこで行われた研究は「学際的研究」としては

不十分なものである、と述べている（29）。

　かれの構想した学際的研究者集団とは、つぎのよう

な領域の専門家、10 人から 20 人によって構成される。

数学者、物理学者、生物学者、医者・精神科医、経済

学者、民族学者、心理学者、社会学者、法律学者、政

治学者、宗教学者、歴史学者、美学者、芸術史学者、

言語学者、語源学者、地理学者、哲学者、オペレーシ

ョンズ・リサーチとサイバネティクスの専門家（30）。

５．日本における人間科学の組織

　1972 年に大阪大学にわが国初の人間科学部が設立

されて以降、わが国では人間科学部・人間科学科・人

間科学専攻・人間科学コースといったかたちの、多様

な人間科学の組織が開設されてきた。そしてまた、「教

育人間科学部」や「人間関係学部」、さらには「人間

文化学部」や「総合人間学部」といった名称をもつ組

織の増加も近年の特徴となっている。

　人間的行為の所産である文化やその背景となる歴史

を扱う学問は、従来、一般には「人文科学」と呼ばれ、

わが国の大学制度においては、戦前の帝国大学令に

もとづき、旧制大学における「文学部」がその担い手

となってきた。しかし、第２次世界大戦後の学制改革

に伴い、新制大学の発足にあたっては、教員免許法へ

の対応として教員養成をめざす「教育学部」と、その

名称は同じであっても、旧帝国大学系の大学では、教

育の基盤となる人間形成の問題を根本から扱おうとす

る「教育学部」が、それまでの「文学部」さらにはそ

の一分科であった「哲学科」から分離して創設された

のである。その設立の趣旨は、たしかに今日的な意味

での「学際性」を標榜するものではなかったが、広義

の意味での「人文科学」ではなく、「人間」そのもの

を対象とする科学の探求が目指されたという点におい

て、現在わが国に存在する「人間科学部」の萌芽をそ

こに見出すことができる（31）。

５－１．人間科学部の設立動向

　このような「人間そのもの」を対象とする科学への

志向は、さらに 1972 年の大阪大学人間科学部人間科

学科の設立によって、より具体的なものとなった。そ

れまで「文学部」に属していた社会学、心理学、教育

学が中心となり、人間の心理と行動、社会の制度と組

織、発達と形成、といった課題を、「行動系」、「社会

系」、「形成系」という新しいカテゴリーで括り、さら

にそれらの間の関連性を総合的な視点から問う、とい

うのがその設立の主旨であったが、大阪大学の人間科

学部は、その後設立されたわが国の人間科学部のモデ

ルとなった。その４年後の 1976 年には文教大学（当

時「立正女子大学」）の人間科学部人間科学科が設立

され、さらに翌年には札幌学院大学（当時「札幌商科

大学」）の「人間科学科」が発足している。1980 年代

に入ると、まず 1981 年には慶應義塾大学に「人間科

学専攻」が設置され、1983 年には常磐大学人間科学部、

1987 年には早稲田大学人間科学部、さらに 1989 年に

は東洋英和女学院大学の人間科学科が現在の人間科学

部の前身である人文学部の設置にともなって発足し、

東北学院大学の人間科学専攻が教養学部の創設にとも

なって発足した（32）。

　そしてさらに 1990 年代に入ると、「人間科学」と

表３．ギュスドルフによる人間諸科学の領域区分

生物学、身体的人間学─神経医学・精神病理学、精神分析学、精神身体医学
古生物学、先史学
社会人間（人類）学─心理学、社会心理学、社会学、民族誌学、民族学、民俗学
法学、政治学、経済学─政治経済学、人口統計学、人文地理学
歴史学、文化学─一般歴史および特殊歴史、科学史、思想史、宗教史、芸術史、技術史、言語学、考古学、言語史学
形式的、方法論的、実験諸学科─統計学、テスト、サイバネティクス、精神物理学、数理経済学、オペレーションズ・リサー

チ、翻訳機械、情報理論、ゲーム理論

（出典）［Gusdorf   1967，邦訳 39-40 頁］。
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いう名称をもつ大学組織の数は著しく増加した。1992

年には大阪国際女子大学（当時「帝国女子大学」）の

人間科学部が家政学部の改廃によって発足し、久留米

大学文学部の人間科学科が文学部の創設にともない発

足した。1993 年には、愛知みずほ大学の人間科学部

人間科学科と神戸女学院大学の人間科学部人間科学科

が設立され、1994 年には九州大学の人間科学コース

が学部改組にともない発足した（33）。

表４．人間科学の組織の主な設立動向
（2002 年度までのもの）

年　　度 新設の組織

1972 大阪大学人間科学部

1976 文教大学（当時「立正女子大学」）人間科学部

1977 札幌学院大学（当時「札幌商科大学」）人間科学科

1981 慶應義塾大学文学部人間関係学科人間科学専攻

1983 常磐大学人間科学部

1987 早稲田大学人間科学部

1989
東洋英和女学院大学人文学部人間科学科

東北学院大学教養学部教養学科人間科学専攻

1992
大阪国際女子大学（当時「帝国女子大学」）人間科学部

久留米大学文学部人間科学科

1993
愛知みずほ大学人間科学部人間科学科

神戸女学院大学人間科学部人間科学科

1994 九州大学文学部人文学科人間科学コース

1995
東洋英和女学院大学人間科学部

横浜市立大学国際文化学部人間科学科

1996

名古屋市立大学人文社会学部人間科学科

甲南大学文学部人間科学科

山形大学人文学部人間文化学科人間科学コース

1997

大阪府立大学総合科学部人間科学科

熊本大学文学部人間科学科

琉球大学法文学部人間科学科

1998 神戸親和女子大学文学部人間科学科

2000

大正大学人間学部人間科学科（社会学科から名称変更）

梅花女子大学文学部人間科学科（2004 年度４月から「現代人間学部」へ改組）

岩手大学人文社会学部行動科学科人間科学課程

2001 大阪人間科学大学人間科学部

2002 東洋学園大学人文学部人間科学科

（出典）この表の作成にあたっては、とくに岩手大学人文社会学部「人間行動科学の教育の新たな展開をめざして」
岩手大学人文社会学部報告書、89-107 頁を基にし、1998 年度以降については、各種の大学案内や各大学のパンフ
レットならびにホームページなどを参照した。それゆえ、この表には人間科学に関するすべての組織の設立動向が
網羅されているわけではない。本文でも述べたように、「人間」という言葉を冠する学部や学科は近年著しく増加し、
「人間学部」や「人間学科」の他にも、「人間関係学部」や「人間文化学部」さらには「教育人間科学部」、「人間環
境学部」などの多様な学部や学科が開設されている。
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５－２．各大学の特色について

  大阪大学の人間科学部設立以降、わが国には多くの

人間科学部・人間科学科・人間科学専攻が誕生したが、

それらの組織の教育・研究体制はきわめて多様であり、

ここでそれらのすべてについて検討することは不可能

である。ここでは、いくつかの大学に限定してその特

色について検討してみよう（34）。

　まず大阪大学の大学院人間科学研究科・人間科学部

であるが、表５．で見る通り、人間科学部は設立以来「人

間科学科」のみの単学科制をとっている。他大学と同

様、大学院と学部は設立後に幾度か組織変更を行った

が、最近の変更点としては、1998 年度から、新たに「ボ

ランティア人間科学科目」が開設されことや、大学院

教育への重点化が図られたことなどが挙げられる。し

かし、その基本的な理念は設立当初から一貫したもの

である。大阪大学の人間科学部の特色は、他大学の人

間科学部あるいは人間科学科の多くが「心理学」（あ

るいは「臨床心理学」）系統の学科目を重視した教育

内容に傾きつつあるなかで、「行動生態学履修コース」

のような「霊長類行動学」や「脳行動科学」あるいは「認

知神経科学」といった科目群が用意され、きわめて多

様な角度から「人間そのもの」を考えるための機会が

与えられているという点であろう。ここには、「文系」

と「理系」というわが国に固有の固定観念を超えよう

とする意図が明確に読み取ることができるし、それが

実行されているといえる。これはいうまでもなく、大

阪大学が国立大学としてもっている、他の私立大学の

人間科学部と比べた場合の、財源的・人材的な側面に

おける優位性から帰結するものであろうが、このよう

な制度で教育を受けた研究者が、将来どのような新し

い研究成果を生み出すのか、興味深い点である。

表５．大阪大学人間科学研究科・人間科学部の組織
（2004 年４月現在）
人間科学研究科

研究科名 専攻名 講座名 研究分野名

人間科学研究科 人間科学専攻

先端人間科学講座 先端情報環境学、コミュニケーションメディア、先端
ヒューマンコミュニケーション学

人間行動学講座 基礎心理学、適応認知行動学、対人社会心理学、臨床死
生学、環境心理学、応用行動学

行動生態学講座 比較発達心理学、行動生理学、行動データ科学、人間生
態学、行動生態学、感性情報心理学

社会環境学講座 社会学理論、現代社会学、先端経験社会学、社会データ
科学、コミュニケーション社会学、文化社会学

基礎人間科学講座 科学基礎論、論理科学、基礎人間学、現代記号学、文明
動態学、人類学、国際文化システム学

臨床教育学講座 教育人間学、教育技術開発学、教育人格心理学、教育工学、
臨床心理学（教育臨床心理学・臨床心理学）

教育環境学講座 教育社会学、教育動態学、教育制度学、社会教育学、多
文化教育学、コミュニティ教育学、教育病理学

ボランティア人間科学講座 国際協力論、ソーシャルサービス論、地域共生論
健康人間科学講座 身体運動学、運動健康学、スポーツ人間学

学部名 学科名 学科目名 履修コース名

人間科学部 人間科学科

行動学科目
人間行動学履修コース
行動生態学履修コース

社会学科目 社会学履修コース
人間学科目 人間学履修コース

教育学科目
臨床教育学履修コース
教育環境学履修コース

ボランティア人間科学科目 ボランティア人間科学履修コース

人間科学部

（出典）http://www.hus.osaka¯u.ac.jp/common/sosiki/
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　それとの関連でいえば、京都大学の「総合人間学部」

もまた、教養部からの改組である点や、その名称を「人

間科学」ではなく「人間学」としているといったよう

な違いはあるにしても、「人間」を総合的な視点から

――つまり、これまでの「文系」や「理系」といった

枠を超えて――研究・教育するための制度を構築する

ことを意図している、という点では共通の志向をもっ

ており、しかもわが国でも屈指の研究・教育レベルを

誇る京都大学に開設されたということから、そこで展

開される「人間」についての総合的な研究と教育がど

のようなものとなるのかは興味深い点であろう。

　以上のような国立大学における人間科学部もしくは

総合人間学部の組織に比べ、私立大学における人間科

学の組織はいうまでもなく、規模の小さい限定された

ものとならざるをえないが、各私立大学はそれぞれ特

色のある研究と教育を展開しようと努力している。

　1976 年に開設された文教大学の人間科学部は、家

政学部からの改組であったが、新しくなった組織は、

大阪大学の場合と同様「人間科学科」単学科制をと

った。設立当初の文教大学人間科学部は、生活学と人

間学の科目配置のされ方がひとつの特徴となっていた

が、それは、文教大学の人間科学部の設立が、家政学

部からの改組として行われたという事情によるもので

あったと考えられる。また設立当初は、心理学・社会

学・教育学の３つの「専修」に加え、それらのいずれ

かをベースにしたうえで、より学際的な研究と学習を

めざす「総合コース」が設けられていたが、その存在

がかえって専修にある個別領域の壁を厚くし、研究領

域を狭くする恐れがあるという配慮から、５年後、こ

のコースは「人間学専修」に衣替えされた。その後文

教大学では、1998 年 4 月から人間科学科の４専修（心

理学・社会学・生涯教育・人間学）が心理学・社会

文化・人間教育・社会福祉の４コース制度となり、さ

らに 2002 年 4 月からは、これまでの単学科制を改め、

臨床心理学科が増設された。

　大阪大学と文教大学の両者が、既存の学部からの改

組であったのに対し、常磐大学の人間科学部はまった

くの新設学部であった。そしてさらに常磐大学の場合

には、設立当初、社会学・心理学・教育学の３専攻か

らなる「人間関係学科」と、わが国初の「コミュニケ

ーション学科」との２つの学科からなっていたが、５

年後にはこれに「組織管理学科」が加わり、３つの学

科による構成となった。人間科学部をもつ私立大学に

あって、「臨床心理系」に偏ることなく、従来の社会

科学に属する学科目をも取り込んでいるという点にお

いて、常磐大学の人間科学部は、他の人間科学部とは

異なる独自の制度を志向しているといえよう。常磐大

学もまた、他の人間科学部と同様、幾度かの組織改革

を遂行してきたが、2004 年 4 月からは、心理教育学科・

現代社会学科・コミュニケーション学科という構成に

移行した。

　ところで、以上の３大学の人間科学部とはまったく

異質の側面をもつ組織として誕生したのが、早稲田大

学の人間科学部である。人間の存在・行動・発達を学

際的に把握するという設立の理念において、早稲田大

学人間科学部もまた他の人間科学部と共通の側面をも

つものであったが、人間の「健康的側面」に重点をお

くという学部の理念は他に類を見ない独自の構想であ

ったといえる。ただ、早稲田大学人間科学部は、2002

年度まで、「人間基礎科学科」、「人間健康科学科」、「ス

ポーツ科学科」の３つの学科から構成されていたが、

2003 年度からは、「スポーツ科学科」が「スポーツ科

学部」として独立し、人間科学部はあらたに「人間環

境科学科」、「健康福祉科学科」、「人間情報科学科」に

よって構成されるものとなった。

  先に触れたように、1990 年代に入り、「人間科学」

という名前をもつ学部・学科・専攻はさらに増え、上

記の４つの大学の他、東洋英和女学院大学、愛知みず

ほ大学、大阪国際女子大学、神戸女学院大学、といっ

た大学が、人間科学部を設立した。そしてまたそれと

同時に、「人間科学」という名称と何らかの関連をも

った名前の学部も新設された。たとえば 1987 年には、

わが国では初めて「人間関係学部」と名のる学部が、

唱山女学園大学に創設された。１学科制をとるこの学

部は、社会学・心理学・教育学の３専攻に分かれ、現

代科学と人間関係、国際化と人間関係、といったテー

マに学際的なアプローチをしようとする点において、

わが国の多くの人間科学部と共通の理念を掲げている

といえるだろう。



－48 －

人間科学の制度論

６．結びにかえて：「学部」のミッション・マネジメ

ント

　大阪大学にわが国初の「人間科学部」が開設され

て以来すでに 30 年が経過し、その間、わが国には数

多くの人間科学の組織が生まれた。ただ、多くの論者

が指摘する通り、わが国における人間科学の理論と方

法に関する議論の蓄積はまだ十分なものではなく、科

学の内容についても共通認識が形成されているとはい

えない。たしかに、ある学問分野が誕生し、確固とし

た方法が確立され、制度的にも十分な基盤が形成され

るまでにはそれ相応の時間が必要となる。１９世紀に

おけるヨーロッパの大学制度の復活とともに誕生した

「社会科学」の形成過程はわれわれにそれを教えてく

れる。「道徳哲学」の教授であったアダム・スミスは、

市民社会の秩序維持の方法を論ずるとともに、国家の

富と繁栄を狙いとする政治的諸規制のあり方について

検討を加え、『国富論』（1776）を出版したが、アダム・

スミスの時代に用いられていた「政治経済学」（political 

economy）という呼称は、１９世紀後半になると「経

済学」（economics）という呼称にとって替わられた。

political という形容詞がはぎとられたことは、経済学

がより「法則科学」への指向を強めたことの表れでも

あった。社会科学を構成するその他の科学、「歴史学」、

「社会学」、「政治学」などについても同様の過程が見

られ、それぞれの科学の方法と制度が確立されるま

でには半世紀から１世紀の時間が必要とされたのであ

る。

　このような点を考慮すれば、人間科学の方法と制度

をめぐる議論はまだ始まったばかりであり、人間科学

という科学がわが国において定着し、社会的にも固有

の使命を果たすことができる否かは、まさに現在、人

間科学の研究と教育に携わる研究者たち自身の手に委

ねられていると考えられる。そしてまた、人間科学と

いう科学を支える制度にとって、もっとも重要なこと

は、つねに自らの「存在意義」（ミッション）を問い

続けることであろう（35）。

注

（１）　このような問題をあつかったものとしては、次

のような文献が挙げられるだろう。［阿部謹也　

1999；2001］、［井門富二夫　1985；1991］。

（２）　わが国の大学における教養教育のあり方と人間

科学部における教育との関係については、今後ま

すます議論が深められていくに違いない。ただい

うまでもなく、その問題についての議論は最終的

に「大学とは何か」という点に立ち戻らざるを得

ないのであり、そう簡単に結論のでる問題ではな

い。大学制度のあり方は、欧米諸国においても多

様であり、時代とともに変化しており、ただ１つ

の理想的なモデルが存在するわけではない。本文

で後述するように、教養教育にたいする考え方と

大学におけるその制度は、「アングロサクソン型」

と「大陸型」で大きく異なり、教養教育の問題を

考えていくことは、その国の中等教育から高等教

育全般の教育制度を考えていくことにつながる。

大学のあり方はそれぞれの国の文化的背景などに

より、きわめて多様であり、それをどのように評

価するかは論者の観点によって異ならざるをえな

い。

（３）　この点については、［井門富二夫　1985；1991］

を参照した。

（４）　学際的学部の状況については、［大川一毅  

1998］を参照した。

（５）　「フォーラム：人間科学を考える」は、1995 年

12 月 9 日に早稲田大学人間学部において第１回

の会合がもたれた。その時の呼びかけ人は、糸魚

川直祐（大阪大学人間科学部長）、井口潔（九州

大学医学部名誉教授）、後藤和彦（常磐大学人間

科学部長）、小林政吉（東洋英和女学院大学人間

科学部長）、建部昌弘（大阪国際女子大学人間科

学部長）、西三郎（愛知みずほ大学人間科学部長）、

濱口晴彦（早稲田大学人間科学部長）、春木豊（早

稲田大学人間科学研究科委員長）、森井利夫（文

教大学人間科学部長）、山本義和（神戸女学院大

学人間科学部長）の各氏であった。その後このフ

ォーラムは、翌年も引き続き早稲田大学において

開催され、2004 年 10 月には第 10 回のフォーラ

ムが大阪経済大学において開催された。第 10 回

の呼びかけ人は、小泉潤二（大阪大学人間科学部
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長）、森川滋（大阪経済大学人間科学部長）、南直

人（大阪国際大学人間科学部長）、大阪人間科学

大学人間科学部長（服部祥子）、神戸女学院大学

人間科学部長（川合真一郎）、東洋英和女学院大

学人間科学部長（新富英雄）、常磐大学人間科学

部長（佐藤守弘）、文教大学人間科学部長（上杉喬）、

早稲田大学人間科学部長（野嶋栄一郎）の各氏で

あった。

（６）この点については、［井門富士夫　1985；1991］、

［ギュスドルフ 1967］を参照した。

（７）この点については、［黒羽・舘・清水　1991  9-10 頁］

を参照した。

（８）［黒羽・舘・清水　1991  13-14 頁］を参照した。

（９）［黒羽・舘・清水　1991  16-36 頁］を参照した。

（10）　ここでの考察に関しては、とくに［沢田徹　

1970  251-330 頁］を参照した。

（11）　［沢田徹　1970　263-264 頁］を参照した。

（12）　［滝沢武久　1975　194-213 頁］を参照した。

（13）　［滝沢武久　1975　27-30 頁］を参照した。

（14）　［沢田徹　1970　271-272 頁］を参照した。

（15）　［沢田徹　1970　273-276 頁］を参照した。

（16）　この点については、［Gardner  1972, 邦訳 15-23

頁］を参照した。

（17）　 こ の 点 に つ い て は、［Bourdieu  1984, 邦 訳

21-26 頁］を参照した。

（18）　西欧の伝統的な思考様式に対する批判は、デリ

ダにおいてより先鋭化した。デリダは、その著作

のなかで繰り返し、レヴィ = ストロースの手法

を批判した。デリダによれば、「文明」と「未開」

を対置させ、「未開」に近代文明を乗り越える契

機を求めようとするレヴィ = ストロースの考え

方は、それ自身が隠された「文明主義」でしかな

いのである。たしかに文明と未開という対立図式

こそは、西欧的な観点に依拠したものであるとみ

ることができるよう。デリダやドゥルーズらの議

論は、1980 年代、わが国でも「ポスト構造主義」

の思想として脚光を浴びたが、それらの思想がど

のように位置づけられるべきものなのか、につい

てはいまだに不明確なままである。

（19）　［Bourdieu  1984, 邦訳 177-185 頁］を参照した。

（20）　ここでの議論については、［Dosse  1986, 邦訳

81-93 頁］を参照した。

（21）　［Dosse  1986, 邦訳 85-88 頁］を参照した。

（22）　［Dosse　1986, 邦訳 88-93 頁］を参照した。

（23）　この点については、［中垣啓　1984  20-21 頁］

を参照した。

（24）　［中垣啓  1984 23-24 頁］を参照した。

（25）　［中垣啓  1984  20-21 頁］を参照した。

（26）　［中垣啓  1984  23-24 頁］を参照した。

（27）　この点については、［Gusdorf　1967, 邦訳 42 頁］

を参照した。

（28）　［Gusdorf  1967, 邦訳 39-40 頁］を参照した。

（29）　［Gusdorf  1967, 邦訳 45-46 頁］を参照した。

（30）　［Gusdorf  1967, 邦訳 71-72 頁］を参照した。

（31）　この点については、［日本学術会議第３常置委

員会　1994  85 頁］を参照した。

（32）　［日本学術会議第３常置委員会　1994  85-86 頁］

ならびに［岩手大学人文社会学部行動科学科　

1998  89-107 頁］を参照した。

（33）　この部分の記述についてはとくに、［岩手大学

人文社会学部行動科学科　1998　102-105 頁］を

参照した。

（34）　各大学のカリキュラムの特徴については、注

（32）で挙げた２つの文献の他、各大学のホーム

ページなどを参照した。

（35）　この点については、アーサーアンダーセンビジ

ネスコンサルティング『ミッションマネジメント』

生産性出版、1997 を参照した。
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研究ノート

TOBにおける対象企業株主の売却株数の誤差

文堂　弘之
Hiroyuki Bundo

The Differences of the Stock Amounts Sold by the Shareholders of 
the Tender Offer Targets

１．はじめに

　株式公開買い付け（以下、TOB という）は本来、

分散した多数の株主の持株を市場を通さずに一度に

買い集めることを想定して生み出された手法である。

しかし、筆者の行った以前の研究１では、わが国の

TOB においては必ずしもそうなってはおらず、むし

ろ多くの場合、少数の大株主が大量の株式を買い付け

者に売却する際に利用されていることが明らかにされ

ている。これは、TOB においてターゲット企業の株

主が持株をどの程度売却したかについての調査に基い

たものである。

　しかし、ターゲット企業の株主が TOB に応募し売

却した株数についての情報の入手は困難である。そこ

で、以前の研究では主にターゲット企業の有価証券報

告書の大株主データを利用した。つまり、TOB 前後

の決算期時点における大株主の持株数の差を TOB で

売却した株数とした。しかし、この方法は TOB で売

却した株数を直接観察したものではないため、必ずし

も正確な売却株数とはいえない。

　そこで、本研究ノートでは、有価証券報告書（およ

び半期報告書）に基いた TOB 前後の決算期における

持株数の差が実際の売却株数とどの程度誤差を含んで

いるかについて、按分比例買い付けの事例とその公開

買付報告書に基いて調査し現時点まで明らかになった

ことを報告する。

２．TOBにおける売却株数の推測

（１）　関連資料

　TOB の際にターゲット企業の大株主がどの程度持

株を TOB で売却したかについての一般に入手しうる

資料には主に、①臨時報告書、②有価証券報告書およ

び半期報告書、③公開買付報告書の３つがある２。

　①の臨時報告書（以下、臨報とする）は正確性が

高い資料である。臨報は、（他の提出事由にくわえて）

議決権の１／ 10 を超える主要株主の変動あるいは親

会社の変動について金融庁に提出しなければならない

書類であり、1 年間開示される。したがって、該当す

る株主が TOB で持株を減少させれば、この報告書に

よってその名と変化の前後の株数（議決権個数および

比率）が明らかになる。しかし、該当しない株主につ

いての情報はこれに記載されない。

　②の有価証券報告書（以下、有報とする）および半

期報告書（以下、半報とする）は、大株主欄において

決算期（本決算、中間決算）の上位 10 位の株主の名、

住所、持株数、比率を明らかにしている。したがって、

基本的には半期ごとの定点観察が可能であり３、TOB

の実施前後の決算期における上位 10 位の大株主の持

株変化は明らかになる。ただし、上位 10 位までであ

るため、11 位以下に低下した株主の持株変化につい

ては明らかにならない。また、既述のように、たとえ

TOB 前後の半期ごとの持株変化が明らかになる場合
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でも、その変化が必ずしも TOB に伴うものであると

断言はできない。

　③の公開買付報告書（以下、TOB 報告書とする）

とは、公開買付期間の終了直後に買付者が応募株数、

買付株数、買付後の所有割合などを記載して金融庁に

提出する書類であり、5 年間開示される。通常この報

告書には個々の応募株主に関する情報は記載されない

が、按分比例買付を行なった場合のみ、応募株主に関

する重要な情報が盛り込まれる。按分比例買付とは、

応募株数の一部のみを買い付けることである。買付者

は、応募株数が TOB 開始時の公開買付届出書および

公開買付開始公告において買付者が定めた買付予定株

数を超えた場合、買付予定株数のみを買い付けること

ができる。つまり、超過株数については買い付けなく

てもよい。この場合、すべての応募株主を平等に扱う

ため、買付者は、各応募株主からその応募株数につい

て按分比率（買付予定株数／全応募株数）を掛け合わ

せた株数のみを買い付け、残りは応募株主に返却する。

この算出過程を明らかにするため、按分比例買付が行

なわれた場合の TOB 報告書では、すべての応募株主

について、その応募株数、按分比率との積、実際の買

付株数、返却株数などが記載される。したがって、按

分比例買付が行なわれた事例については、この TOB

報告書から実際の応募株主ごとの応募株数とその買付

株数を入手することができる。本研究ノートでは、こ

れに注目する。

（２）　TOB 報告書の応募株主の特定

　前述のように、按分比例買付が行なわれた場合の

TOB 報告書では、すべての応募株主についての応募

株数、買付株数、返却株数が明らかとなる。ところが、

TOB 報告書では応募株主の名前は記載されておらず、

代わりに応募株主番号のみが付されている４。したが

って、応募株主の名前を特定することができない。こ

れを特定するために、実際の按分比例買付事例につい

て、TOB 報告書の応募株主の応募株数と、株主名を

伴う資料である臨報および有報・半報で明らかな大株

主の持株変化情報と照合するという作業を行なった。

　分析対象は、TOB 報告書を入手できた 1996 年 4 月

1 日から 2004 年 3 月 31 日までに公開会社を対象とし

て行なわれた TOB128 件のうち、按分比例買付が行な

われた 24 件である。つまり、この期間の公開会社を

対象とした全 TOB 件数の 18.8％が按分比例買付事例

である。この 24 件のターゲット企業の株主について、

臨報および有報から TOB で持株の一部あるいは全部

を売却したと推測される株主（売却株主）を抽出した。

これに該当する株主とは、臨報については、議決権の

移動発生日が TOB 期間終了日あるいは決済日の付近

であり、それによって持株を減少させている株主であ

る。また有報については、TOB 終了日を含む決算期

の前後の有報および半報において持株を減少させてい

る株主である５。これに該当する株主数は 131 である。

　この 131 の売却株主について、まず、それぞれの減

少株数の信頼性から３つに区分した。ここでいう信頼

性とは、依拠する資料の特性および情報の多寡から、

減少株数が実際の TOB での売却株数にどれだけ近い

かという意味である。3 つの区分とは、(1) 臨報で減少

株数が明らかになっている株主（かつ TOB 報告書で

もそれと一致する買付株数が存在する株主）、(2) 有報

および半報で持株を減少させている株主のうち、TOB

前後両方の決算期における持株数が明らかな株主、(3)

有報および半報で持株を減少させている株主のうち、

TOB 前の決算期における持株数のみが明らかな株主

である。減少株数の信頼性は (1) から順に高い。(2)

の株主はさらに、その減少株数と同数の買付株数が

TOB 報告書に存在する株主と、存在しない株主に分

けられる。当然ながら、前者の方が信頼性は高い。こ

の４つの株主数は、(1) が 10、(2) の前者が 23、後者が

30、(3) が 68 である。このうち、(1) と (2) の前者につ

いては、減少株数と同じ買付株数（株主側から見れば

売却株数）が TOB 報告書に存在していることから、

ともにその減少株数がそのまま TOB で実際に売却し

た株数と推測される。これら２区分の占める比率の合

計は 25.0％である。これは、臨報あるいは有報・半報

といった一般に入手しうる資料から得られた減少株数

がそのまま実際の TOB での売却株数であったと推測

される株主が全売却株主の 25％に上ることを意味す

る。なお、これらは図表１の第 1 列に示されている。

　次に、残りの 2 区分についてはどうだろうか。残り

の 75％の売却株主についてはやや複雑な照合が必要

である。
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まず、（2）の後者は、TOB 前後両方の決算期におけ

る持株数が明らかな株主、すなわち、その間の減少株

数は明らかだが、TOB 報告書にはそれと一致する買

付株数（売却株数）が含まれていない株主である。こ

の売却株主に対応する応募株主を TOB 報告書におい

て特定するために、この売却株主をさらに２つに分

ける必要がある。一つは、応募株数が自らの TOB 前

の決算期における持株数（以下、TOB 前株数という）

以下で、かつ買付株数が自らの減少株数より小さい（買

付株数＜減少株数）売却株主であり、もう一つは、応

募株数が TOB 前株数以下で、かつ買付株数が自らの

減少株数より大きい（買付株数＞減少株数）売却株主

である。前者の売却株主は TOB で持株を売却し、さ

らに TOB 実施決算期間内に TOB 以外でも売却した

と推測される。後者の売却株主は TOB で持株を売却

する一方で、TOB 実施決算期間内に同じターゲット

企業の株式を取得したと推測される６。

　ここで、この区分に該当する応募株主が複数いる場

合どれを選択するかを考えなければならない。まず前

者の株主は、TOB 以外でも持株を売却したと推測さ

れる株主である。この場合、TOB の前と後のどちら

で売却したかが問題となるが、TOB に応募して返却

された株式を後に市場で売却したと考えるのが常識的

であろう。これを前提とすると、TOB への応募の時

点では、TOB 前株数をそのまま保有していたと推測

される。したがって、該当する応募株主が複数存在す

る場合その売却株主に相当する応募株主は、応募株式

が TOB 前株数に最も近い（すなわち、最も多い）応

募株主であると特定することができる。次に後者の株

主は、TOB で売却する一方で同じ株を追加取得して

いると推測される株主である。今度は、TOB の前と

後のどちらで取得したかが問題となるが、TOB に応

募して売却した後で同じ株を取得することは合理的な

行動とは言いがたい。むしろ、TOB 前に取得し、そ

れまでの保有株とあわせて TOB に応募したと考える

方が自然であろう。換言すれば、TOB で買い付けら

れず返却された株数（返却株数）が TOB 前の決算期

における持株数（TOB 後株数）となっていると推測

される。これを前提とすると、該当する応募株主が複

数存在する場合その売却株主に相当する応募株主は、

返却株数が TOB 後株数に最も近い応募株主であり、

言い換えれば、応募株数が TOB 前株数に最も遠い（す

なわち、最も多い）応募株主であると特定することが

できる。

　なお、一つの売却株主について、TOB での応募株

主を特定する際に、前者の条件に該当する応募株主（図

表１の略記号 B の行）と、後者に条件に該当するそ

れ（図表１の略記号 C の行）の両方が存在する場合が

考えられる。その場合、前者の条件で特定する。つま

り、前者の条件に該当する応募株主がいないとき、後

者の条件で応募株主を特定するわけである７。ただし、

TOB 前株数と一致する応募株数をもつ応募株主が B

には存在せず C に存在する場合、その応募株主を C

の売却株主として優先して特定する。

　次に、（3）の有報および半報で持株を減少させてい

る株主のうち、TOB 前の決算期における持株数のみ

が明らかな株主についてはどのように応募株主を特定

できるだろうか。この売却株主は、TOB 後の決算期

における持株数が分からないため、減少株数を特定で

きない。しかし、その持株数は TOB 後の決算期にお

ける最終順位の大株主（通常は第 10 位株主）の持株

数より少ないことは確かである。したがって、この売

却株主の TOB 後決算期における最大値としての株数

は、TOB 後決算期の最終順位株主の持株数より 1 株

（または１単元株）少ない株数である。これを TOB 後

最大株数と呼ぶことにする。また、TOB 前株数から

TOB 後最大株数を控除した株数を最低減少株数と呼

ぶことにする。

　ここで、この売却株主に対応する応募株主を特定す

るために、この売却株主を 2 つに区分する必要がある。

一つは、応募株数が自らの TOB 前株数以下で、かつ

買付株数が最低減少株数以上の応募株主（「応募株数

≦ TOB 前株数、かつ、買付株数≧最低減少株数」を

満たす応募株主）が TOB 報告書に存在する売却株主

である。もう一つは、応募株数が自らの TOB 前株数

以下で、かつ買付株数が最低減少株数より少ない応募

株主（「応募株数≦ TOB 前株数、かつ、買付株数＜最

低減少株数」を満たす応募株主）が TOB 報告書に存

在する売却株主である。「応募株数≦ TOB 前株数」と

いう条件が両者に付けられている理由は、どちらも
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図表２　按分比例買付 TOB事例におけるターゲット企業の売却株主の売却株数誤差比率の記述統計量および度数分布

B B（持株会除く） C D E B,C,D,E 合計 B,C,D,E 合計
（持株会除く）

N 28 21 2 52 16 98 91

平均 3.37 0.38 -0.06 -0.19 1.97 1.19 0.33 

中央値 0.13 0.13 -0.06 -0.12 0.57 -0.02 -0.02 

最大値 71.50 4.20 -0.00 0.00 12.07 71.50 12.07 

最小値 0.00 0.00 -0.11 -1.00 0.03 -1.00 -1.00 

標準偏差 13.50 0.90 0.08 0.20 3.79 7.45 1.80 

分散 182.27 0.80 0.01 0.04 14.40 55.51 3.24 

変動係数 4.00 2.37 -1.32 -1.07 1.93 6.28 5.52 

度数分布

階級 度数 相対度
数（%） 度数 相対度数

（%） 度数 相対度
数（%） 度数

相対度
数（%）度数

相対度
数（%） 度数 相対度数

（%） 度数 相対度数
（%）

1.00 ～ 4 14.3% 1 4.8% 0 0.0% 0 0.0% 6 37.5% 10 10.2% 7 7.7%

0.80 ～ 1.00 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

0.60 ～ 0.80 1 3.6% 1 4.8% 0 0.0% 0 0.0% 1 6.3% 2 2.0% 2 2.2%

0.40 ～ 0.60 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 12.5% 2 2.0% 2 2.2%

0.20 ～ 0.40 8 28.6% 8 38.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 6.3% 9 9.2% 9 9.9%

0.00 ～ 0.20 15 53.6% 11 52.4% 0 0.0% 0 0.0% 6 37.5% 12 12.2% 8 8.8%

0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 0 0.0% 1 1.0% 1 1.1%

-0.20 ～ 0.00 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 36 69.2% 0 0.0% 47 48.0% 47 51.6%

-0.40 ～ -0.20 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 9 17.3% 0 0.0% 9 9.2% 9 9.9%

-0.60 ～ -0.40 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 5.8% 0 0.0% 3 3.1% 3 3.3%

-0.80 ～ -0.60 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.8% 0 0.0% 2 2.0% 2 2.2%

-1.00 ～ -0.80 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 0 0.0% 1 1.0% 1 1.1%

～ -1.00 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 28 100.0% 21 100.0% 2 100.0% 52 100.0% 16 100.0% 98 100.0% 91 100.0%

TOB 後株数が明らかではないため、追加取得を想定

できないことによる８。

　前者に該当する応募株主は、その売却株主の最低減

少株数が買付株数以下となる応募株主である。したが

って、該当する買付株数が TOB での実際の売却株数

である可能性が高い。ただし、TOB 後株数が明らかで

はないため、TOB 以外での売却や同じ株式の追加取

得を行っている可能性もある。なお、この条件に該当

する応募株主が複数存在する場合の特定基準は、保守

的な理由から応募株数が最も少ない応募株主とした。

　後者に該当する応募株主は、その売却株主の最低減

少株数が買付株数より多い応募株主である。したがっ

て、この売却株主 ( 応募株主 ) は、TOB での売却のほ

かに、TOB 以外での売却も行っていると推測される。

ただし、前述のように、売却は TOB の後に行われた

と推測されるので、TOB での売却は該当する応募株

主のうち最も応募株数が多い応募株主が実際に相当

する応募株主として特定されるべきであると考えられ

る。以上は図表１の第 3 列から第 5 列に整理して示さ

れている。

　なお、一つの売却株主について、前者の条件に該当

する応募株主（図表１の略記号 D の行）と、後者に

条件に該当するそれ（図表１の略記号 E の行）の両方

が存在する場合が考えられる。ここでも先と同様に、

まず前者の条件で特定し、それに該当する応募株主が

いないとき、後者の条件で応募株主を特定する。ただ

し、TOB 前株数と一致する応募株数をもつ応募株主

が D には存在せず E に存在する場合、その応募株主

を E の売却株主として優先して特定する。

　また、ある応募株主が複数の減少株主から重複し

て特定された場合、図表１の上にある売却株主が優先

される。換言すれば、特定作業は図表１の上にある売

却株主から順に行われる。同じ略記号の売却株数につ

いては、減少株数あるいは最低減少株数が大きいほう

が優先される。ただし、D および E について TOB 前

株数と一致する応募株数となる応募株主が存在する場

（注）図表１に同じ。
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合、たとえそれが B および C の売却株主の条件に該

当しても、その応募株主を D および E の売却株主に

相当するものとして優先して特定する。

３．減少株数とTOBでの売却株数の差

　以上の分類に基いてそれぞれの区分に含まれる売却

株主の減少株数と、それに相当すると特定された応募

株主の買付株数（すなわち売却株数）とどれくらい差

が生じているかについてみていこう。

　図表 2 は、2. で行った区分のうち、臨報および有報・

半報に基く減少株数に一致する応募株数が存在しない

売却株主の区分（図表１の第6列の「略記号」のB、C、D、

E）について、減少株数に対する売却株数（買付株数）

の誤差比率（売却株数誤差比率＝（売却株主の減少株

数－特定された応募株主の買付株数）／特定された応

募株主の買付株数）の記述統計結果を示したものであ

る。

　これによると、まず B（減少株数が明らかで「応募

株数≦ TOB 前株数、かつ買付株数＜減少株数」を満

たす応募株主が特定された売却株主のグループ）につ

いては、平均が 3.37 で中央値が 0.13 である。これに

ついては分散も大きく、変動係数の絶対値も他の区分

よりも大きいので、ばらつきが大きい。最大値をみて

も分かるように、このばらつきは外れ値と思われる少

数の非常に大きな数値が影響していると考えられる。

ここで、売却株主のうち「持株会」を除いたものを挙

げてみると９、中央値は変わらないが、平均は 0.38 と

大幅に小さくなる。したがって、この区分の代表値を

中央値と考えると 0.13 が減少株数と実際の買付株数

（売却株数）の誤差とみなすことができる。

　次に、C（減少株数が明らかで「応募株数≧ TOB

前株数、かつ買付株数＞減少株数」を満たす応募株主

が特定された売却株主のグループ）については、平均

と中央値がともに－ 0.06 でかなり近い値であり、個数

が非常に少ない点が問題だが、分散も小さく変動係数

の絶対値も 2 番目に小さい。

　D（減少株数が不明で「応募株数≦ TOB 前株数、

かつ買付株数≧最低減少株数」を満たす応募株主が特

定されたグループ）については、平均が－ 0.19 で中央

値が－ 0.12 である。個数が最も多いとともに、変動係

数の絶対値が最も小さく他のどのグループよりもばら

つきは小さい。

　E（減少株数が不明で「応募株数≦ TOB 前株数、

かつ買付株数＜最低減少株数」を満たす応募株主が特

定されたグループ）については、平均が 1.97 で中央値

が 0.57 であり、分散も変動係数も大きくばらつきも大

きい。最後に B、C、D、E の合計を見ると、平均が

1.19 で中央値が－ 0.02 となっている。

　より詳細には平均の信頼区間などを推定する必要が

あるが、これらを概観すると、E 以外では、代表値の

絶対値の範囲は 0.2 以下に納まっているようである。

　また、度数分布を見てみると、絶対値で 20％未満

に該当する件数の比率は、B が 53.6％（持株会を除く

と 52.4％）、C は 100.0％、D は 71.1％、E は 37.5％で、

これらの合計では 61.2％（持株会を除くと 61.5％）で

ある。40％未満まで広げると、B が 82.2％（持株会を

除くと 90.5％）、C は 100.0％、D は 88.5％、E は 43.8

％で、これらの合計では79.6％（持株会を除くと81.3％）

である。したがって、E 以外は誤差 40％の範囲にほぼ

8 割の売却株主が納まっているといえる。

４．おわりに

　本研究ノートは、一般に入手しうる臨報や有報およ

び半報に基いたターゲット企業の売却株主ごとの減少

株数と実際の TOB での売却株数にはどの程度差があ

るかについて、案分比例買付を行った場合の TOB 報

告書の情報を利用して調査した。その結果、まず一般

資料から算出した減少株数と実際の売却株数が一致す

るものは約 25% を占めていることが明らかとなった。

次に、一致しないものについては、記述統計から判断

すると、もっとも精度の低いものを除くと誤差 40％

の範囲に 8 割の売却株主が含まれるということが明ら

かとなった。まだ研究途上であり、これから統計的な

検定作業を行うとともに、売却株主の属性による差異

などを行う予定である。

　
１ 拙稿「我が国のＴＯＢの特徴　―経営者規律の視点

から―」『経営学研究論集』明治大学大学院経営学

研究科、第 7 号、1997 年 9 月、11 － 28 頁、同「株
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式公開買付（ＴＯＢ）の仕組みと機能」村松司叙編

著『Ｍ＆Ａ21世紀　第1巻　企業評価の理論と技法』

中央経済社、2001 年、第 2 章、43 － 80 頁。
２ このほかに大量保有報告書があるが、ここでは採り

上げない。
３ ただし、中間配当を行わない場合は株主を確定する

必要がないため中間期末における株主状況は明らか

にならない。
４ 応募株主番号の付け方は様々だが、これまでの実例

を見ると、応募株数の多い順、あるいは少ない順に

並べられているものが主である。ただし、そうでな

いものや応募株主番号それ自体を付さないものもあ

る。
５ ただし、この前後の有報および半報において持株が

減少していても、それが TOB とは無関係の理由に

よる場合は除外した。
６ ここで、両者の後段の不等号にイコールが含まれて

いない理由は、減少株数と一致する応募株数の応募

株主が存在しないという定義による。
７ これは、TOB での売却以外の売却株主の売買行動

として、売却（おそらくは返却株数を TOB 後に市

場などで売却）するという行動の方が、追加取得（お

そらくは TOB 前に市場などから取得）するという

行動より合理的と考えられるからである。
８ この点は B および C の応募株主の特定条件において

も同様である。
９ 98 の売却株主のうち持株会は７であり、いずれも B

に属している。持株会（とくに従業員持株会）は、

従業員個人の対象企業株式の売買がそのまま反映さ

れる場合がある。その場合、従業員個人の市場への

売却によってその持株会が売却株主となる可能性が

ある。したがって、持株会の減少株数は TOB 以外

での売却である可能性が比較的高いと思われる。
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（誤）　文献 21 及び文献 22. 特に、文献 22、第１巻、

v-xii 頁 . 文献 21 はその標題にも関らず、扱って

（正）　文献 20 及び文献 21. 特に、文献 21、第１巻、

v-xii 頁 . 文献 20 はその標題にも関らず、扱って

訂　　正
本誌 22 巻１号所掲の坂田仁「人間科学の源泉を求めて」中７頁左１ないし２行を下記のように訂正する。アンダー
ラインが訂正部分。
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